
学 部

大学院（修士課程）

○設置状況：４４大学４４学部（うち単科大学１１）

大学数 入 学 定 員 合 計

教員養成課程 新課程

４４ 10,533 4,242 14,775

○課程・入学定員
※

 

新課程：教員就職率の低下に伴い、

 
昭和６２年度から教員養成課程の一部

 
を、教員以外の職業分野の人材や高

 
い教養と柔軟な思考力を身につけた

 
人材を養成することを目的とした課程

 
として改組したもの。

○設置状況

設 置
大学数

研究科数 専攻数 入学定員

４４ ４４ １４９ ３，２６５

教職大学院（専門職学位課程）

○設置状況

区分 設置大学数 入学定員

国立 １９ ６４５

私立 ６ １８５

計 ２５ ８３０

Ⅱ－１８．教員養成の現状

１．課程認定数

２．国立教員養成系大学・学部の現状（平成２３年度）

大学 短期大学 大学院

国立 公立 私立 計 国立 公立 私立 計 国立 公立 私立 計

大学等数 82 78 576 736 0 19 345 364 86 72 449 607

課程認定を有する大学

 
等数

76 53 469 598 0 10 247 257 80 35 315 424 

割合 92.7% 67.9% 81.4% 81.3% 0.0% 52.6% 71.6% 70.6% 93.0% 48.6% 70.2% 70.8%

（平成22年5月1日現在）



Ⅱ－１９．国立の教員養成大学・学部の入学定員（平成２３年度）

大学名
入学定員

大学名
入学定員

教員養成課程 新課程 計 教員養成課程 新課程 計

北 海 道 教 育 ７００ ５１０ １，２１０ 京 都 教 育 ３００ ０ ３００

弘 前 １７０ ７０ ２４０ 大 阪 教 育 ５２５ ４０５ ９３０

岩 手 １６０ ９０ ２５０ 兵 庫 教 育 １６０ ０ １６０

宮 城 教 育 ３４５ ０ ３４５ 奈 良 教 育 １８０ ７５ ２５５

秋 田 １００ １９０ ２９０ 和 歌 山 １４５ ４０ １８５

茨 城 ２５０ １００ ３５０ 島 根 １７０ ０ １７０

宇 都 宮 １５０ ６０ ２１０ 岡 山 ２８０ ０ ２８０

群 馬 ２２０ ０ ２２０ 広 島 １８０ ３１５ ４９５

埼 玉 ４８０ ０ ４８０ 山 口 １３０ １１０ ２４０

千 葉 ４２０ ３５ ４５５ 鳴 門 教 育 １００ ０ １００

東 京 学 芸 ７３０ ３３５ １，０６５ 香 川 １３０ ７０ ２００

横 浜 国 立 ２３０ １５０ ３８０ 愛 媛 １２０ １００ ２２０

新 潟 ２２０ １５０ ３７０ 高 知 １００ ７０ １７０

上 越 教 育 １６０ ０ １６０ 福 岡 教 育 ４８０ １５０ ６３０

金 沢 １００ ０ １００ 佐 賀 ９０ １５０ ２４０

福 井 １００ ６０ １６０ 長 崎 ２４０ ０ ２４０

山 梨 １００ １００ ２００ 熊 本 ２３０ ６０ ２９０

信 州 ２３０ ５０ ２８０ 大 分 １００ １４５ ２４５

岐 阜 ２５０ ０ ２５０ 宮 崎 １５０ ８０ ２３０

静 岡 ３００ １００ ４００ 鹿 児 島 ２４０ ３５ ２７５

愛 知 教 育 ６４３ ２３２ ８７５ 琉 球 １００ ９０ １９０

三 重 １４５ ５５ ２００

滋 賀 １８０ ６０ ２４０ 合 計 １０，５３３ ４，２４２ １４，７７５



大学名
卒業者数

a
正規採用

b
臨時的任用

c
教員就職者計

b+c，（(b+c)/a%) 大学名
卒業者数

a
正規採用

b
臨時的任用

c
教員就職者計

b+c，（(b+c)/a%)

北 海 道 教 育 756 240 248 488(64.6%) 京 都 教 育 301 121 90 211(70.1%)

弘 前 169 60 28 88(52.1%) 大 阪 教 育 582 275 109 384(66.0%)

岩 手 175 58 28 86(49.1%) 兵 庫 教 育 166 70 54 124(74.7%)

宮 城 教 育 342 101 105 206(60.2%) 奈 良 教 育 202 81 53 134(66.3%)

秋 田 110 24 25 49(44.5%) 和 歌 山 99 22 42 64(64.6%)

茨 城 264 116 60 176(66.7%) 島 根 165 41 70 111(67.3%)

宇 都 宮 168 44 51 95(56.5%) 岡 山 301 118 60 178(59.1%)

群 馬 227 99 35 134(59.0%) 広 島 184 101 17 118(64.1%)

埼 玉 475 172 107 279(58.7%) 山 口 114 31 32 63(55.3%)

千 葉 407 197 54 251(61.7%) 鳴 門 教 育 113 57 31 88(77.9%)

東 京 学 芸 645 235 165 400(62.0%) 香 川 139 47 33 80(57.6%)

横 浜 国 立 248 117 21 138(55.6%) 愛 媛 141 42 44 86(61.0%)

新 潟 196 46 57 103(52.6%) 高 知 91 32 29 61(67.0%)

上 越 教 育 166 60 39 99(59.6%) 福 岡 教 育 432 111 154 265(61.3%)

金 沢 101 43 24 67(66.3%) 佐 賀 100 32 26 58(58.0%)

福 井 101 12 39 51(50.5%) 長 崎 175 61 34 95(54.3%)

山 梨 105 39 24 63(60.0%) 熊 本 243 57 84 141(58.0%)

信 州 228 77 79 156(68.4%) 大 分 109 26 42 68(62.4%)

岐 阜 233 105 57 162(69.5%) 宮 崎 102 25 34 59(57.8%)

静 岡 250 98 48 146(58.4%) 鹿 児 島 231 54 55 109(47.2%)

愛 知 教 育 664 324 153 477(71.8%) 琉 球 106 14 36 50(47.2%)

三 重 169 58 54 112(66.3%)

滋 賀 184 77 44 121(65.8%) 合 計 10,479 3,820 2,674 6,494(62.0%)

Ⅱ－２０．国立の教員養成大学・学部（教員養成課程）の教員就職状況
（平成２３年３月卒業者）

※平成２３年３月卒業者（平成２３年９月３０日現在）の状況を取りまとめたものである。



１．教職大学院の特性（既存の修士課程との違い）

①

 
実務家教員（教職等としての実務経験のある教員）を必要専任教員の４割以上

置くことを法令上規定。

②

 
４５単位のうち１０単位以上は学校等での実習を行うよう義務化。

③

 
既存の修士課程では学生が専門分野の研究に従事しているが、教職大学院

では研究指導を受けることや修士論文の提出が義務づけられていない。

④

 
大学は７年ごとに機関別の認証評価を受けることが義務づけられているが、

さらに、教職大学院は５年に１回、分野別の認証評価が義務付けられている。

２．現状（平成２３年度）

①

 
教員就職率（臨時的任用を含む）【平成２３年３月卒業者】

：

 
９０．４％

 
（国立教員養成大学・学部６２．０％）

②

 
入学定員充足率

 
：

 
９２．４％

 
（前年度より３．６％減）

③

 
志願者数

 
：１，１０２人

 
（前年度より９６人減）

④

 
入学者数

 
：

 
７６７人

 
（前年度より３９人減）

現職教員

 

３５６人（前年度より３６人減）
学部新卒学生等

 

４１１人 （前年度より３人減）

Ⅱ－２１．教職大学院（専門職学位課程）制度の概要



②設置計画履行状況等調査（アフターケア）

①認証評価
大学には7年ごとに機関別の認証評価を受けることが義務付け。
さらに、教職大学院には、5年に1回、分野別の認証評価を義務付け。

○

 
教職大学院に関する認証評価機関として、平成22年3月に、「教員養成評価機構」が

認証評価団体として認証され、平成22年度から認証評価を実施。
（平成22年度・・・6大学、平成23年度・・・9大学）

○

 
「教育の課程と方法」、「教育の成果・効果」、「教育委員会及び学校等との連携」

などの項目について評価し、平成22年度対象の6大学すべてが適格認定。

★教員養成評価機構が行う認証評価には、 大学サイドに加え、
・全国都道府県教育長協議会

 

・全国連合小学校長会

 

・全日本中学校長会
・全国高等学校長協会

 

・全国特別支援学校長会

 

・（社）日本PTA全国協議会

等の学校関係者が参加

平成23年度調査対象５大学のうち、
3大学に実地調査を実施、

１大学に留意事項が付された。

（参考：平成22年度調査対象23大学中、
留意事項を付された大学…4大学）

【留意事項】
・教員委員会との連携

教育委員会との一層の連携強化により、カリキュラムや
教育方法、教育体制の充実・改善を図り、教育内容の質
の保証を図ること

・入学者の確保
積極的なＰＲ活動を行うなど、必要な改善を図ることにより、
学生確保に努めること

教育水準の維持・向上及びその主体的な
改善・充実に資することを目的として、
設置計画の履行状況について調査。

Ⅱ－２２．教職大学院の質の保証



Ⅱ－２３．教職大学院の現状（平成２３年度）

№
設置
年度

研究科・専攻名 位　　置 №
設置
年度

研究科・専攻名 位　　置

1 20 教育学研究科　高度教職実践専攻 45 北海道 20 21 教職研究科　教職実践専攻 30 千葉県

2 20 教育学研究科　高度教職実践専攻 32 宮城県 21 20 教職研究科  教職専攻 25 東京都

3 21 教育実践研究科　教職実践専攻 20 山形県 22 20 教育学研究科　教職専攻 20 東京都

4 20 教育学研究科　教職リーダー専攻 16 群馬県 23 21 教職研究科　教職実践専攻 30 東京都

5 20 教育学研究科　教育実践創成専攻 30 東京都 24 20 教職研究科　高度教職実践専攻 60 東京都

6 20 学校教育研究科　教育実践高度化専攻 50 新潟県 25 20 初等教育高度実践研究科  初等教育高度実践専攻 20 静岡県

7 20 教育学研究科　教職開発専攻 30 福井県

8 22 山梨大学大学院 教育学研究科　教育実践創成専攻 14 山梨県

9 20 教育学研究科　教職実践開発専攻 20 岐阜県

10 21 教育学研究科　教育実践高度化専攻 20 静岡県

11 20 教育実践研究科　教職実践専攻 50 愛知県

12 20 京都教育大学大学院 連合教職実践研究科　教職実践専攻 60 京都府

13 20 学校教育研究科　教育実践高度化専攻 100 兵庫県

14 20 教育学研究科　教職開発専攻 20 奈良県

15 20 教育学研究科　教職実践専攻 20 岡山県

16 20 学校教育研究科　高度学校教育実践専攻 50 徳島県

17 21 教育学研究科　教職実践専攻 20 福岡県

18 20 教育学研究科　教職実践専攻 20 長崎県

19 20 教育学研究科　教職実践開発専攻 28 宮崎県

入学定員（人）

２５大学 830 人

大　学　院　名

聖徳大学大学院

創価大学大学院

玉川大学大学院

帝京大学大学院

早稲田大学大学院

常葉学園大学大学院

鳴門教育大学大学院

福岡教育大学大学院

長崎大学大学院

宮崎大学大学院

愛知教育大学大学院

兵庫教育大学大学院

奈良教育大学大学院

岡山大学大学院

上越教育大学大学院

福井大学大学院

岐阜大学大学院

静岡大学大学院

宮城教育大学大学院

山形大学大学院

群馬大学大学院

東京学芸大学大学院

大　学　院　名 入学定員（人）

北海道教育大学大学院



大 学 名 全修了者数

現職教員学生

を除く修了者数

Ａ

正規採用

Ｂ

臨時的任用

Ｃ

教員就職者計

Ｂ＋Ｃ，（（Ｂ＋Ｃ）／Ａ

 

％）

北 海 道 教 育 ３３ １４ １０ ３ １３（９２．９％）

宮 城 教 育 ３５ ５ ３ ２ ５（１００

 

％）

山 形 ２０ １０ ８ ２ １０（１００

 

％）

群 馬 １５ ４ ４ ０ ４（１００

 

％）

東 京 学 芸 ３４ １３ １２ ０ １２（９２．３％）

上 越 教 育 ５２ ２３ ９ １１ ２０（８７．０％）

福 井 ２６ ５ ２ ３ ５（１００

 

％）

山 梨 － － － － －

岐 阜 ２０ ４ ３ １ ４（１００

 

％）

静 岡 ２２ ８ ４ ２ ６（７５．０％）

愛 知 教 育 ２７ １１ ９ １ １０（９０．９％）

京 都 教 育 ５９ ４２ ２８ １０ ３８（９０．５％）

兵 庫 教 育 ８４ ４０ ２１ １８ ３９（９７．５％）

奈 良 教 育 １４ ８ ６ ２ ８（１００

 

％）

岡 山 １９ ９ ８ １ ９（１００

 

％）

鳴 門 教 育 ４６ ９ ４ ３ ７（７７．８％）

福 岡 教 育 １６ ７ ７ ０ ７（１００

 

％）

長 崎 ２２ １５ ３ ９ １２（８０．０％）

宮 崎 ２４ １５ ８ ５ １３（８６．７％）

聖 徳 ９ ５ ０ １ １（２０．０％）

創 価 ３５ ２０ １５ ４ １９（９５．０％）

玉 川 １４ ７ ５ １ ６（８５．７％）

帝 京 １０ ３ １ ０ １（３３．３％）

早 稲 田 ６３ ４４ ３７ ４ ４１（９３．２％）

常 葉 学 園 １０ ３ ０ ３ ３（１００

 

％）

計 ７０９ ３２４ ２０７ ８６ ２９３（９０．４％）

Ⅱ－２４．教職大学院別教員就職状況（平成２３年３月修了者（現職教員学生を除く））

（注１）平成２３年３月修了者（平成２３年９月３０日現在）の状況を取りまとめたものである。
（注２）山梨大学教職大学院は平成２２年度設置であり、修了者なし。



Ⅱ－２５．教育実習の課題

＜教育実習について＞

「教員の資質向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果（速報）」より

23.3

42.2

25.4

20.0

31.5

24.5

46.7

45.2

5.1

24.3

54.8

29.4

24.0

36.7

27.2

54.4

42.6

5.0

26.0

55.1

35.6

23.9

38.4

58.6

53.1

36.8

3.4

24.6

45.4

35.7

37.7

27.5

41.1

43.0

37.2

11.6

17.8

46.2

18.2

22.7

33.0

12.0

0 10 20 30 40 50 60 70

実習内容が不十分

実習期間が短い

実習校の指導体制が不十分

大学と実習校や教育委員会との連携が不十分

大学の指導体制が不十分

実習生受入校における実習生の指導・評価方針に国と

しての明確な基準がない

実習生受入校の負担が大きい

教員を志望していないにもかかわらず実習しようとする

学生が多い

その他

・
・

・
・

・
・

・
・

・

教員(N=4846) 学校長(N=2615) 教育委員会(N=497) 大学(N=207) 学生(N=793)

(%)

教育実習については、「実習期間が短い」「実習受入れ校の負担が大きい」「教員を志望していないにもかかわ

 らず実習しようとする学生が多い」を課題として挙げる割合が全般的に高い。



Ⅱ－２６．小学校教員養成課程における理科教育の課題

１．機器の使用法を指導していない大学の割合（国公立大） ２．実験が実施できない理由（国公立大学）

３．学生の理科の基礎知識が身についていない
と回答した大学の割合

４．学生の理科に対する認識
（理科を専修していない学生：国公立）

2

10

65

20

22

59

46

1

17

15

1

2

0

11

29

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理科全般の内容

物理分野の内容

化学分野の内容

大好き 好き 嫌い 大嫌い 無回答

39

33

21

0

42

45

52

27
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○ 教育の情報化ビジョン

 

～２１世紀にふさわしい学びと学校の創造を目指して～

（平成23年4月28日

 

文部科学省）
第六章 教員への支援の在り方

１．教員の役割と情報通信技術の活用指導力養成
（教員の養成・採用）
○ 教職課程の認定を受け教員を養成する大学等においては、教育職員免許法施行規則により、「情報機器の

 

操作（2 
単位）」や「教育課程及び指導法に関する科目」として「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む）」の履

 
修が必須とされている。しかしながら、具体的な授業内容については、各大学の判断に委ねられており、これらの科目に

 
おいて教えられているのは主に情報機器やソフトウェアの使い方にとどまっているのではないかとの指摘もある。

○ 現在、中央教育審議会において、教員の資質能力の総合的な向上方策について検討されているところであり、この中

 
で、情報教育、教科指導における情報通信技術の活用、校務の情報化の観点から、教員の免許の在り方等の課題につ

 
いて十分検討する必要がある。今後、中央教育審議会における検討を踏まえつつ、教員養成を行う大学や教職大学院

 
等においては、教育委員会や教育センター等とも連携し、これらの課題に対応する新たな教員養成カリキュラムの開発

 
やそれに基づく効果的な履修体制の構築等を図る必要がある。

○ 全国で様々な大学教員が教職課程の授業を担当しているが、そのICT 活用指導力は必ずしも一様ではない。ICT 活用

 
指導力については、情報系の科目のみならず、教職課程における様々な授業科目の中で、大学教員が情報通信技術

 
を活用して教えることが、教育効果を高める上でも、また学生が将来学校で情報通信技術を活用して指導できるように

 
なるためにも重要と考えられる。

○ このことから、教職を目指す学生のICT 活用指導力の向上に資するため、大学間における優れた実践に関する好事例

 
の共有、教育の情報化について的確に指導できる大学教員の採用の促進、情報教育に関する研修について優れた取

 
組を行っている教育センター等との連携などを促進することが重要である。

○ また、教員養成学部（附属学校を含む）をはじめ、教職課程等においては、教員を目指す学生が授業や実習を通じて情

 
報端末・デジタル機器やソフトウェアに触れる機会の充実を図ることが必要である。教員養成学部と密接に連携して教

 
育実習や教育研究を行う役割を果たしてきている附属学校、既に先進的に取り組んでいる学校については、教育の情

 
報化と21 世紀にふさわしい学びと学校の創造のために牽引的な役割を果たすことが期待される。

Ⅱ－２７．各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）①



○ 新たな情報通信技術戦略

 

工程表

（平成22年6月22日決定

 

平成23年8月3日改訂

 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）

２．地域の絆の再生
（３）教育分野の取組
【今後の取組】
短期（2011年度）

Ⅰ．学校教育の情報化
⑦ 教職課程における情報通信技術活用指導力の養成（教員の資質能力の向上方策の検討の中で議論）、現職教員研修

 
体制の確立（すべての教員が情報通信技術を活用して指導できるようにし、地域間格差の解消）。

○ 「キャリア教育における外部人材活用等に関する調査研究協力者会議」中間取りまとめ ～日常の教育活

 動の中でキャリア教育を意識する～

（平成23年7月20日

 

キャリア教育における外部人材活用等に関する調査研究協力者会議）

２．

 

どうすれば学校で「キャリア教育」が行われるようになるのか

（４）学校、教育委員会は何をすべきなのか
●教員養成の観点から
○ 現在、教員免許状取得に必要な科目の中に「キャリア教育」という用語は規定されていない。教職に関する科目として

 
は、「生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目」が設定されており、その中では、「進路指導の理論及び方法」

 
のほか、「生徒指導の理論及び方法」、「教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法」と

 
合わせて、４単位以上の修得が必要とされている。

○ キャリア教育を学校教育の中に根付いたものにするためには、教員養成課程においてキャリア教育をどう位置付けて

 
いくべきかを検討していく必要がある。

○ 教員は今後、キャリア教育を通し子どもたちに基礎的・汎用的能力を育成していくことも求められるが、更に学校外部の

 
教育資源と学校とを結び付け、コーディネートをする役割なども求められる。加えて体験活動や職業人講話などでの気

 
付きや考えるきっかけなどを、子どもたちの知的、情緒的、社会的な発達につなげていくことも教員に必要な役割の一つ

 
である。

○ 現在、中央教育審議会では、教員養成の検討が行われているが、その検討の中で、キャリア教育の重要性や必要性に

 
鑑み、大学の教員養成課程における位置付けについても検討することが期待される。

各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）②



○ 今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について（答申）

（平成23年1月31日

 

中央教育審議会）
第２章

 

発達の段階に応じた体系的なキャリア教育の充実方策
２．キャリア教育の充実方策
（３）教職員の意識・指導力向上と実施体制の整備
① 教職員の意識や指導力の向上
○ 加えて、教員養成において、キャリア教育に関する必要な知識や指導方法を修得させることも、指導力の向上を図る上

 
で効果的と考えられる。このため、教員養成課程の中でキャリア教育に関する内容を充実することについて、今後、教員

 
の資質能力向上方策の見直しを行う中で検討されることが期待される。

第３章

 

後期中等教育におけるキャリア教育・職業教育の充実方策
３．高等学校におけるキャリア教育・職業教育の充実
（２）専門学科における職業教育
④ 専門学科における職業教育の充実のための環境整備
(ｲ) 教員の指導力の向上、実務経験を有する者の教員への登用の促進
○

 

また、地元企業を退職した熟練の知識・技能を有する者等、実務経験を有する者が学校で指導することも必
要である。このため、教員採用に当たり、特定の経歴等を持つ者に対する選考方法や、特別免許状を活用した
選考等の事例集を作成・配布するなど特別非常勤講師制度・特別免許状制度の活用や、ティームティーチン
グ等による専門学科の取組を促すことが考えられる。
今後、教員の資質能力向上方策の見直しを行っていく中で、専門学科の教員の免許状の在り方についても検

討していくことが期待される。

各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）③



○ 「東日本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議」 中間とりまとめ（案）
（平成23年9月7日

 

東日本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議（第5回）

 

配付資

 
料）

2.今後の防災教育・防災管理等の考え方と施策の方向性

(2) 防災管理・組織活動
1.学校における防災教育・防災管理等を担う安全担当教職員等への効果的な研修の推進
○ さらに、防災教育等を含む安全教育等は学校の教育活動全体を通し、組織的に全ての教職員が関わりながら実践され

 
なければならない。そのため、教員の養成段階で防災教育等に関する知識やスキルについて身に付けること等のほか、

 
経験年数に応じた教員研修、教員免許更新講習等において安全教育等に関する内容を扱った講習等を充実させ、全て

 
の教職員が安全教育等の基礎を学べる体制を整備していくこと等について、今後の検討が望まれる。

○ 消費者教育推進会議の中間整理

（平成23年8月30日

 

消費者教育推進会議）

2. 学校教育における消費者教育
(2)課題(委員からの指摘等)
ア

 

教員研修･養成の充実

・教員に対する消費者教育に関する研修を充実する。
・消費者センターなど学校教育以外の場での消費者教育に関する教員研修が効果的であるので、一層充実する。
・大学・大学院の自主的判断の下、消費者教育の専門家を養成する専攻を設置したり、教員養成課程に消費者教育の科

 
目を設けるなどする。

各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）④



○ 人の、地域の、日本の未来を育てる読書環境の実現のために

 

「国民の読書推進に関する協力者会議」報

 告

（平成23年9月2日

 

国民の読書推進に関する協力者会議）

第３章

 

人の、地域の、日本の未来を育てる読書環境の実現のために

 

～３つの提言～
提言１

 

読書で人を育てる、「読書を支える人」を育てる
＜提言のポイント＞
②

 

司書や司書教諭等の読書に関する専門的職員を充実する
すべての学校で読書に関する教育を保障するためのカリキュラムや指導計画が必要であり、それを実現するため、学校

 
の教育課程に「読書」ないしは「共読学習」というべきものを組み込むことや、現在学校図書館法等で当分の間１１学級以

 
下の学校には置かないことができるとされている司書教諭をすべての学校に必置とし、その専任化を推進すること、司書

 
教諭資格の取得を進めること、学校図書館担当職員（いわゆる「学校司書」）の配置やその常勤化を推進する方策につい

 
ても検討されるべきである。また、教員の役割の重要性にかんがみ、教員養成に当たって、各大学の自主的判断のもと読

 
書に関する指導力向上や図書館活用教育の向上を図るため、例えば「読書教育」、「図書館活用教育」、「リテラシー教育」

 
などを導入することについても検討されるべきである。

各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）⑤



○わが国における「国連持続可能な開発のための教育の１０年」実施計画

（平成18年3月30日

 

「国連持続可能な開発のための教育の１０年」関係省庁連絡会議）

４．ＥＳＤの推進方策
（２）国内における具体的な推進方策
（ニ）能力開発、人材育成

なお、大学の教職課程において、ＥＳＤに関する内容を積極的に取り上げるとともに、実践的な指導方法が教授され

 
るよう促します。

（３）各主体に期待される取組
（チ）教員養成・研修機関

教員がＥＳＤに関する知識や技能を有していることにより、児童生徒への効果的なＥＳＤが可能となるため、教員養

 
成・研修機関には以下のような取組や役割が期待されます。

・

 

大学の教育学部等の教職課程において、ＥＳＤについて積極的に取り上げるとともに、実践的な指導方法を教授する

 
こと。

○環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する基本的な方針

（平成16年9月24日

 

閣議決定）

２

 

環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関し政府が実施すべき施策に関する基本的な方針
（２）環境保全の意欲の増進、環境教育の推進のための施策
① 学校、地域、社会等幅広い場における環境教育
イ

 

学校の教職員の資質の向上
さらに、大学の教育学部等の教員養成課程においても、環境教育を積極的に取り上げるとともに、実践的な指導方法

 
を教授することが必要です。

各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）⑥



○ 中央教育審議会初等中等教育分科会 特別支援教育の在り方に関する特別委員会における
論点整理

 

（中央教育審議会総会（第73回）

 

配付資料）

4．教職員の確保及び専門性向上のための方策について
（2）教職員の養成・研修制度の在り方

①

 

すべての教員が特別支援教育についての専門性を持っていることが望ましい。現在、教員養成段階で、特別支援教育

 
に関する内容を取り扱うことになっているが、通常の学級の担任、特別支援学級担当教員について何らかの専門性向

 
上のための方策を検討していく必要がある。例えば、通常の学級の教員については、大学で特別支援教育関係の単位

 
を修得することが望ましい。また、小・中学校等において特別支援教育を担当する教員（特別支援学級や通級による指

 
導の担当教員、特別支援教育コーディネーター）のための免許状を創設することなども考えられる。さらに、特別支援学

 
校教諭の免許状を保有せずに特別支援学校の教員となることが可能とされている現行制度の見直しを検討する必要

 
がある。今後、教員免許制度全般についての検討の中で、特別支援教育関係の単位修得や免許制度の在り方等につ

 
いて検討される必要がある。

○第３次男女共同参画基本計画

（平成22年12月17日

 

閣議決定）

第１１分野

 

男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実
１

 

男女平等を推進する教育・学習
ア

 

教育関係者の男女共同参画に関する正確な理解の促進
・教員養成課程における男女平等などの人権教育を促進する。

各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）⑦



○ 子どもの豊かな学びを創造し、地域の絆をつなぐ

 

～地域とともにある学校づくりの推進方策～

（平成23年7月5日

 

学校運営の改善の在り方等に関する調査研究協力者会議）

４．さらに検討していくべき中長期的課題
＜教職員の養成に関する課題＞
「地域とともにある学校」を担う教職員、管理職の養成・確保をいかにしていくべきか。

①管理職養成の在り方（資格制度、教職大学院の在り方等）
②教職員の養成・採用・研修の在り方（免許制度、教職課程の在り方等）

等について、総合的な検討が必要。

○中高一貫教育制度に関する主な意見等の整理

（平成23年7月

 

中央教育審議会 初等中等教育分科会 学校段階間の連携・接続等に関する作業部会 ）

２．特色ある教育の展開について
○ なお、現在、中央教育審議会教員の資質能力向上特別部会において議論されているように、学校現場で起きている学

 
校間の接続に起因する問題に十分対応できるようにするため、教員が隣接する学校種においても指導できる力量を、養

 
成段階において身に付けることが必要となっていることから、例えば、中学校教諭免許状と高等学校教諭免許状を併せ、

 
「中等教育免許状」とすることなどの是非について、今後検討を進めていくことが必要である。

各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）⑧



○ 国際共通語としての英語力向上のための5つの提言と具体的施策～英語を学ぶ意欲と使う機会の充実を

 通じた確かなコミュニケーション能力の育成に向けて～

（平成23年6月30日

 

外国語能力の向上に関する検討会 ）

４．英語力向上のための５つの提言
④ 英語教員に自信と力を与えるとともに、学校・地域における戦略的な英語教育改善を図る。
（英語教員に自信と力を）

さらに、教員養成課程においては、生徒の英語力の向上に資する英語教員の英語力・指導力を育成するよう改善・充実

 
を図っていくべきである。また、小学校教員の教職課程においては、外国語活動に関する科目の開設をさらに進めるべき

 
である。

○ 文化芸術の振興に関する基本的な方針の見直しについて（答申）

（平成19年2月2日

 

文化審議会）

第２

 

文化芸術の振興に関する基本的施策
６．国語の正しい理解

・学校教育に携わるすべての教員が国語についての意識を高め，実際に生かしていくことができるよう，学校の教員の

 
養成及び研修の各段階において，国語力に重点を置いた取組を進める。

○ 科学技術基本計画

（平成23年8月19日

 

閣議決定）

Ⅳ．基礎研究及び人材育成の強化
３．科学技術を担う人材の育成
（３）次代を担う人材の育成
＜推進方策＞
・

 

国は、教育委員会と大学が連携し、現職教員研修や教員養成課程において、科学技術に触れる機会、観察や実験を

 
行う実習の機会を充実するよう求める。

各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）⑨



○理科教育の復興策に関する提言

（平成22年12月

 

地球を考える会）
４．

 

理科教育の危機的状況の改革を促進すること

小学校で理科を教える教員の多くが、理科の観察実験指導に苦手意識をもちつつ理科を教えている。中学校理科教員

 
においても、指導が苦手な分野をもつ教員が少なくない。特に若手教員にその割合が高く、苦手意識を克服する研修機会

 
も殆どない状況である。理科の基礎的指導力に関する研修機会を一刻も早く充実させるとともに、基礎的な観察実験能力

 
を習得させていない大学における現在の教員養成システムを改革することを要望する。特に小学校の教員の養成におい

 
て、理科に関する教育をより充実すべきである。具体的には、小・中・高校の各段階で、理科を教える教員に必須の知識と

 
技能を基準として示し、養成段階でその基準に到達できるようにすべきである。教員を目指す学生には、高校で一定範囲

 
の理科の履修を大学入学要件に課すことも検討すべきである。

○成長を支える人材の育成に関する研究会

 

中間報告

（平成22年10月20日

 

産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ））

５．政府・地方自治体・教育委員会への要望
（４）教員の養成及び教育現場の改善
①教員の養成方法改革
・産業界は理科教育支援を継続的に行うスタンスではあるが、教育の場面での理科離れ問題への対応のポイントは、やはり

 
先生方の理科教育の力を伸ばすこと、そして小学校の理科教育の実施方法を改善することであろう。

・まずは教員養成の場である大学の教育学部で、理科が好きで、理科教育にも熱心に取組める教員を養成することが第一と

 
いえる。そのためには、学生の選抜を含めて、教員養成課程のカリキュラムを変更することも選択肢の一つと考えられる。

・また、小学校においては理科専任の教員を設置して、理科の授業はクラス担任の教員が教えるのでなく、その理科専任の

 
教員が教えるようにすべきであろう。理科教育に情熱を持って取り組める教員が担当にならないと、子どもたちの理科への

 
興味や関心を醸成することは困難と思われる。

・こういった理科教員の養成に関する企業側の支援としては、特に小学校教員養成課程に関しては、小学校の理科教育で

 
使える実験材料や実験方法についてのヒントの提供や、授業のコンテンツ提供を目的とした企業の取り組みを紹介する講

 
座の設定等が候補として考えられる。

各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）⑩



○理科好きの子どもを育てるための提言

（平成22年8月

 

技術同友会）
現状認識
③理科系がよく分かる教師が少ない

小学校の教師になるには、多くの専門単位を取らなければならないので、理系の学生には難しい。教員養成課程では理

 
科教育法は数単位で免許の取得が可能で、また教員養成課程への入学も文系の受験勉強で可能なので、現実には理系

 
のバックグラウンドでない教員が理科を教えることが多くなる。結局、理科系がよくわかる先生があまり多くないということが

 
問題である。

○理科系人材問題解決への新たな挑戦

（平成22年6月28日

 

公益社団法人経済同友会）
３．理科系人材問題の解決に向けた挑戦・政策
（６）教員の確保と資質向上
①理科好きな教員を増やすため、そして初等教育から専門性を持つ教員による授業を行うために、理科系学部でも小学

 
校教員免許の取得を可能にする

②教員の社会性と専門性を継続的に向上させるために、リカレント教育や教職大学院と理科系大学院の連携の強化など、

 
教員養成方法を改善する

○ 知識基盤社会を牽引する人材の育成と活躍の促進に向けて

（平成21年8月31日

 

科学技術・学術審議会人材委員会）
第4章

 

次代を担う人材の育成
1．才能を見出し、伸ばす取組の充実
（1）理数好きな子どもの裾野の拡大

一方、教員に関しては、現状では、小学校の教員の約6割が理科を指導するのが苦手という調査もあることから、例え

 
ば、大学は、教員養成の段階において、教育委員会等と連携して、観察・実験実習の機会を増やすとともに、科学技術と

 
社会とのつながりに関する講義を充実させるなどの取組を進めるべきである（図56）。また、理科専科や小・中学校の連

 
携等により、理工系出身者を小学校の教員として登用していくことも進めるべきである。国は、引き続き、小中学校の理数

 
教育指導において中核的役割を果たす教員の養成を支援すべきである。

各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）⑪



○高等学校における地理歴史科の履修形態の改善に関する要請

（平成22年4月16日

 

地理学連携機構）

世界史のみ必修という制度は、教員免許取得上でも問題を抱えています。高等学校地理歴史科教員免許状の取得のた

 
めに、高等学校で世界史と日本史しか履修していない学生が、大学においてわずかな地理学の単位を取得するだけで地

 
理歴史科の免許を取得し、高等学校の現場に出る傾向が増加しています。すなわち、中学校レベルの知識と大学での最

 
低限の単位取得のみで高等学校の地理の授業を担当することになります。

○現代的課題を切り拓く地理教育

（平成19年9月20日

 

日本学術会議

 

人文・経済地理と地域教育分科会、人類学分科会）
2.6 地図/ＧＩＳに関する教員のスキルの向上と教育現場での地図/ＧＩＳ利活用の推進

地図/ＧＩＳに関する基礎的知識や技能の習得により、地理空間情報を活用した学習の習慣を身につけ、地域の自然、文

 
化や歴史に愛着を感じ、地域づくりに参画できる能力、国際化や地方分権を理解する人材を育成することが求められてい

 
る。学校教育の中で地図/ＧＩＳを積極的に利活用することが重要であるが、そのためには、教員の地図/ＧＩＳに関する基礎

 
知識や技能の向上が必要である。地理教育の充実を図るべく教員養成カリキュラムに地図/ＧＩＳに関する科目を新設し、

 
現職教員への地図/ＧＩＳ研修なども実施すること。

○ これからの教師の科学的教養と教員養成の在り方について

（平成19年6月22日

 

日本学術会議）

４

 

科学的教養のための教師教育政策への長期的提言
（１）教員養成を学部レベルの教育から大学院レベルの教育に移行する改革の実施

日本における教員養成はいまだ学部段階を中心としており、他の多くの先進諸国に比べ高度な教養の育成を大学院で

 
実施する点では大幅に立ち遅れた状況にある。今後学部段階において専門基礎の学習と科学的教養を培い、教員養成を

 
専門家教育として修士課程を中心に行うよう、教員養成制度全体をグレードアップしていく必要があり、また実践を通して

 
その高度専門職性を認定していくことが必要である。

各種答申等における教員養成に関する記述（抜粋）⑫



Ⅱ－２８．近年の教員養成・免許制度の主な改革

・

 

普通免許状の種類を専修免許状、一種免許状、二種免許状の３種類に
・

 

二種免許状のみ有する教員に一種免許状取得の努力義務を課す
・

 

免許状授与に必要な専門教育科目の単位数の引き上げ
（例：小学校一種免許状１１単位増）

・

 

社会人の学校教育への活用
（特別免許状、特別非常勤講師制度の創設）

○

 
昭和６３年

・

 

小・中学校の普通免許状取得希望者に介護等体験の義務付け（７日間）

○ 平成９年

○

 
平成１０年

・

 

教員養成カリキュラムの柔軟な編成を可能とする方式の導入
（「教科又は教職に関する科目」の新設）

・

 

教職に関する科目の充実
（例：中学校一種免許状

 

１９単位→３１単位）
・

 

社会人活用の促進
（特別免許状の対象教科の拡大、有効期限の延長等）

○：免許制度に係るもの

 

※：大学等の設置に係るもの



・

 

現職教員が専修免許状を取得する際に必要な単位数につい
て、在職年数に応じた低減措置を廃止
（６単位まで低減→１５単位の修得が必要）

・

 

高等学校の免許教科の新設（情報、福祉等）
・

 

特別免許状保有者が普通免許状を取得できる制度の創設

○

 
平成１２年

・

 

他校種免許状による専科担任制度の拡充
・

 

隣接校種免許状の取得の促進
・

 

特別免許状制度の改善（学士要件、有効期限の撤廃）
・

 

免許状の失効等に係る措置の強化
（懲戒免職処分を受けた者は免許状失効等）

○

 
平成１４年

・

 

栄養教諭免許状の創設

○

 
平成１６年

・

 

特別支援学校教諭免許状の創設

○

 
平成１８年

・

 

教員免許更新制の創設

○

 
平成１９年

・

 

教職実践演習の新設、教職課程への是正勧告・認定取消しの制度化

○

 
平成２０年

※

 
平成１９年

・

 

教職大学院制度の創設

※

 
平成１７年

・

 

教員分野に係る大学の設置等に関す

 る抑制方針を撤廃



平成２１年度に、校長、副校長、主幹教諭、指導教諭、教諭、講師、助教諭、養護教諭及び栄養教諭として採用さ

 
れた教員の数である。

Ⅲ－１．新規採用教員の学歴について

区分 採用総数（人）
教員養成系 一般系

大学院 大学 大学院 大学 短期大学 その他

幼

 
稚

 
園

国立 １１ ４５．５％ １８．２％ ０％ １８．２％ １８．２％ ０％

公立 １，６３６ ０．７％ １５．７％ ０．１％ １８．０％ ６３．４％ ２．０％

私立 ９，７６１ ０．２％ ６．１％ ０．３％ １５．９％ ７５．６％ １．８％

計 １１，４０８ ０．３％ ７．５％ ０．３％ １６．２％ ７３．８％ １．９％

小

 
学

 
校

国立 ３７ ３５．１％ ３５．１％ ０％ ２７．０％ ２．７％ ０％

公立 １７，０４５ ４．０％ ４７．５％ １．１％ ３９．３％ ７．７％ ０．５％

私立 ３６０ ４．７％ ３２．５％ ８．３％ ４７．８％ ６．４％ ０．３％

計 １７，４４２ ４．０％ ４７．１％ １．２％ ３９．５％ ７．７％ ０．５％

中

 
学

 
校

国立 ３４ ３５．３％ ３５．３％ １４．７％ １４．７％ ０％ ０％

公立 ９，９４８ ５．２％ ３１．０％ ４．４％ ５４．９％ ４．３％ ０．２％

私立 ９８１ ５．３％ １０．８％ ２２．６％ ５９．４％ ０．９％ ０．９％

計 １０，９６３ ５．３％ ２９．２％ ６．１％ ５５．２％ ３．９％ ０．３％

高

 
等

 
学

 
校

国立 １５ １３．３％ ２０．０％ ４０．０％ ２６．７％ ０％ ０％

公立 ５，２４３ ５．２％ １５．１％ １３．７％ ６３．８％ １．７％ ０．４％

私立 ３，２５１ ４．４％ １１．２％ １６．３％ ６４．７％ ２．０％ １．４％

計 ８，５０９ ４．９％ １３．６％ １４．８％ ６４．１％ １．８％ ０．８％

（教職員課調べ）



区分 採用・雇用 根拠法令

国立学校教員

私立学校教員
労働契約の締結による雇用 労働基準法

公立学校教員 選考による採用

地方公務員法

教育公務員特例法

地方教育行政の組織及び運営に関

 する法律

一般行政職員 競争試験による採用
国家公務員法

地方公務員法

（参考）

（一部選考による採用もあり）

Ⅲ－２．教員の採用について



Ⅲ－３．公立学校教員採用試験における受験者数及び採用者数の推移

（教職員課調べ）

平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年
受験者数（Ａ） 49,437 50,139 50,446 51,973 51,763 53,398 53,061 51,804 54,418 57,817
採用者数（Ｂ） 7,787 9,431 10,483 11,522 12,430 11,588 12,372 12,437 12,284 12,883
採用倍率（A/B） 6.3 5.3 4.8 4.5 4.2 4.6 4.3 4.2 4.4 4.5
受験者数（Ａ） 46,574 50,057 53,871 59,845 59,879 60,527 58,647 56,568 59,060 63,125
採用者数（Ｂ） 3,871 4,226 4,572 5,100 5,118 6,170 6,470 6,717 6,807 8,068
採用倍率（A/B） 12.0 11.8 11.8 11.7 11.7 9.8 9.1 8.4 8.7 7.8
受験者数（Ａ） 42,349 42,413 42,206 38,581 35,593 36,445 33,895 33,371 34,748 37,629
採用者数（Ｂ） 3,044 3,051 2,985 2,754 2,674 2,563 3,139 3,567 4,287 4,904
採用倍率（A/B） 13.9 13.9 14.1 14.0 13.3 14.2 10.8 9.4 8.1 7.7
受験者数（Ａ） 5,617 5,703 6,094 5,908 6,012 6,215 6,827 7,322 8,092 8,939
採用者数（Ｂ） 1,278 1,399 1,525 1,486 1,480 1,413 1,939 2,104 2,365 2,533
採用倍率（A/B） 4.4 4.1 4.0 4.0 4.1 4.4 3.5 3.5 3.4 3.5
受験者数（Ａ） 7,000 7,312 7,740 8,086 8,196 8,362 8,611 8,989 9,228 9,552
採用者数（Ｂ） 708 694 749 744 835 840 886 973 982 1,095
採用倍率（A/B） 9.9 10.5 10.3 10.9 9.8 10.0 9.7 9.2 9.4 8.7
受験者数（Ａ） - - - - - 304 259 820 1,201 1,318
採用者数（Ｂ） - - - - - 73 44 99 161 150
採用倍率（A/B） - - - - - 4.2 5.9 8.3 7.5 8.8
受験者数（Ａ） 150,977 155,624 160,357 164,393 161,443 165,251 161,300 158,874 166,747 178,380
採用者数（Ｂ） 16,688 18,801 20,314 21,606 22,537 22,647 24,850 25,897 26,886 29,633
採用倍率（A/B） 9.0 8.3 7.9 7.6 7.2 7.3 6.5 6.1 6.2 6.0

養護教諭

栄養教諭

合計

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校



Ⅲ－４．公立学校教員採用試験における学歴別採用者の状況

（教職員課調べ）
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Ⅲ－５．公立学校教員採用試験における大学院修了者の状況

（教職員課調べ）
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Ⅲ－６．公立学校教員採用試験における受験者数及び採用者数
 （平成２３年度採用者）

区分
受験者数（Ａ） 採用者数（Ｂ） 採用倍率（Ａ／Ｂ）

うち女性 うち女性 うち女性

小学校 ５７，８１７ ３３，３５４ １２，８８３ ８，１０２ ４．５倍 ４．１倍

中学校 ６３，１２５ ２８，４２０ ８，０６８ ３，６００ ７．８倍 ７．８倍

高等学校 ３７，６２９ １３，７０２ ４，９０４ １，８４３ ７．７倍 ７．６倍

特別支援学校 ８，９３９ ５，５００ ２，５３３ １，６１７ ３．５倍 ５．５倍

養護教諭 ９，５５２ ９，４２１ １，０９５ １，０９２ ８．７倍 ８．７倍

栄養教諭 １，３１８ １，２５０ １５０ １４５ ８．８倍 ９．１倍

計 １７８，３８０ ９１，６４７ ２９，６３３ １６，３９９ ６．０倍 １０．９倍

注１：採用者数は、平成２３年６月１日までに採用された数である。
２：学校種の試験区分を設けずに選考を行っている県市の受験者数は、小学校の受験者数に含んでいる。
３：中学校と高等学校の試験区分を分けずに選考を行っている県市の受験者数は、中学校の受験者数に含んでいる。
４：特別支援学校の受験者数は、「特別支援学校」の区分で選考試験を実施している県市の数である。

（単位：人）

（平成２３年度教職員課調べ）



Ⅲ－７．平成２３年度各県市別受験者数、採用者数、採用倍率

都道府県 受験者数 採用者数 採用倍率

岩手県

青森県

長崎県

宮崎県

福島県

堺市

広島県

滋賀県

岐阜県

富山県

５１８

５７４

５７５

４７３

７７９

５８７

９５９

５８５

７５７

３５３

１６

３１

４２

４１

７７

２０７

３２０

２０７

２７１

１３７

３２．３８

１８．５２

１３．６９

１１．５４

１０．１２

３．３０

３．００

２．８３

２．７９

２．５８

全 国 ５７，８１７ １２，８８３ ４．４９

都道府県 受験者数 採用者数 採用倍率

鳥取県

秋田県

福島県

長崎県

宮崎県

大阪府

静岡県

群馬県

岐阜県

大阪市

４００

３３３

８６２

５４０

５３３

２，８９４

７７２

８８２

６６５

８９７

１７

１６

５４

３５

３５

５９１

１６３

２００

１６６

２５５

２３．５３

２０．８１

１５．９６

１５．４３

１５．２３

４．９０

４．７４

４．４１

４．０１

３．５２

全 国 ６３，１２５ ８，０６８ ７．８２

…

小学校

… … …

中学校

都道府県 受験者数 採用者数 採用倍率

京都市

沖縄県

鳥取県

福岡県

大分県

神戸市

香川県

大阪府

岐阜県

川崎市

１５６

１，８４４

９８

１，３４３

５９８

３６

３４４

３，１６６

６６０

３５

７

９４

５

７１

３５

６

５９

６０２

１２９

９

２２．２９

１９．６２

１９．６０

１８．９２

１７．０９

６．００

５．８３

５．２６

５．１２

３．８９

全 国 ３７，６２９ ４，９０４ ７．６７

高等学校

（平成２３年度教職員課調べ）※広島県には、広島市分を含む。

………… … … … …



受験者数 採用者数 受験者数 採用者数 受験者数 採用者数 受験者数 採用者数 受験者数 採用者数 受験者数 採用者数 受験者数 採用者数
競争率
(倍率)

1 北海道 2,042 339 2,123 232 1,515 105 435 97 325 17 120 11 6,560 801 6.3 1 北海道

2 青森県 574 31 585 46 589 68 251 35 108 13 2,107 193 10.9 2 青森県

3 岩手県 518 16 545 39 538 42 125 28 58 3 16 4 1,800 132 13.6 3 岩手県

4 宮城県 1,230 110 1,551 119 692 81 258 27 52 7 3,783 344 7.6 4 宮城県

5 秋田県 192 20 333 16 406 34 149 19 51 7 1,131 96 11.8 5 秋田県

6 山形県 406 87 475 50 358 30 79 26 75 6 25 1 1,418 200 7.1 6 山形県

7 福島県 779 77 862 54 1,107 96 301 52 214 25 3,263 304 10.7 7 福島県

8 茨城県 848 184 1,016 191 793 95 232 45 172 22 30 3 3,091 540 5.7 8 茨城県

9 栃木県 697 133 730 85 536 49 178 29 116 24 2,257 320 7.1 9 栃木県

10 群馬県 562 129 882 200 768 114 109 29 136 15 2,457 487 5.0 10 群馬県

11 埼玉県 2,444 647 2,519 329 2,350 266 145 351 44 28 20 7,692 1,451 5.3 11 埼玉県

12 千葉県 2,238 606 4,275 356 216 413 171 307 30 7,233 1,379 4.7 12 千葉県

13 東京都 5,961 1,590 9,769 793 389 1,210 254 963 91 17,903 3,117 5.7 13 東京都

14 神奈川県 2,203 441 2,211 241 2,710 350 294 176 276 24 7,694 1,232 5.5 14 神奈川県

15 新潟県 662 190 743 111 554 58 32 134 23 55 10 2,148 424 5.1 15 新潟県

16 富山県 353 137 651 70 42 59 41 66 17 1,129 307 3.7 16 富山県

17 石川県 633 162 911 81 60 37 83 10 1,627 350 4.6 17 石川県

18 福井県 1,177 37 64 32 23 49 6 1,226 162 7.6 18 福井県

19 山梨県 275 39 374 38 165 17 52 17 40 5 34 8 940 124 7.6 19 山梨県

20 長野県 800 111 779 94 700 92 120 25 135 7 2,534 329 7.7 20 長野県

21 岐阜県 757 271 665 166 660 129 235 46 162 20 26 3 2,505 635 3.9 21 岐阜県

22 静岡県 729 164 772 163 1,197 124 368 96 156 27 3,222 574 5.6 22 静岡県

23 愛知県 2,697 730 2,532 410 2,407 318 591 110 522 70 132 10 8,881 1,648 5.4 23 愛知県

24 三重県 882 206 869 135 776 125 66 14 211 26 69 7 2,873 513 5.6 24 三重県

25 滋賀県 585 207 585 118 344 32 169 55 74 15 27 2 1,784 429 4.2 25 滋賀県

26 京都府 829 181 777 130 902 73 206 47 109 11 46 2 2,869 444 6.5 26 京都府

27 大阪府 2,909 774 2,894 591 3,166 602 217 43 443 61 116 9 9,745 2,080 4.7 27 大阪府

28 兵庫県 2,257 454 1,744 279 1,935 239 290 85 401 38 63 5 6,690 1,100 6.1 28 兵庫県

29 奈良県 850 219 762 128 477 60 121 38 84 10 51 3 2,345 458 5.1 29 奈良県

30 和歌山県 549 126 548 76 560 76 98 29 86 3 1,841 310 5.9 30 和歌山県

31 鳥取県 305 50 400 17 98 5 100 14 49 4 952 90 10.6 31 鳥取県

32 島根県 381 81 354 29 323 20 91 17 75 16 21 2 1,245 165 7.5 32 島根県

33 岡山県 973 181 996 83 697 76 58 179 29 2,845 427 5.2 33 岡山県

34 広島県 959 192 1,111 97 919 82 178 61 189 9 3,356 441 5.2 34 広島県

35 山口県 433 121 453 55 406 52 27 5 117 20 1,436 253 5.7 35 山口県

高等学校

区分区分

特別支援学校 養護教諭 栄養教諭 計小学校 中学校

平成２３年度

 

各県市別受験者数、採用者数、採用倍率
（平成２３年度教職員課調べ）



36 徳島県 501 93 379 40 374 27 79 17 134 17 1,467 194 7.6 36 徳島県

37 香川県 470 133 414 62 344 59 70 18 84 15 27 6 1,409 293 4.8 37 香川県

38 愛媛県 480 70 427 43 506 50 52 16 111 20 47 9 1,623 208 7.8 38 愛媛県

39 高知県 313 57 418 61 362 23 83 17 59 11 46 11 1,281 180 7.1 39 高知県

40 福岡県 1,131 196 1,006 78 1,343 71 7 169 7 3,649 359 10.2 40 福岡県

41 佐賀県 328 48 395 52 466 38 58 8 76 12 1,323 158 8.4 41 佐賀県

42 長崎県 575 42 540 35 532 41 149 15 102 10 1,898 143 13.3 42 長崎県

43 熊本県 880 95 745 52 858 70 157 20 191 10 57 4 2,888 251 11.5 43 熊本県

44 大分県 474 65 498 40 598 35 143 15 84 14 1,797 169 10.6 44 大分県

45 宮崎県 473 41 533 35 391 25 137 15 115 5 1,649 121 13.6 45 宮崎県

46 鹿児島県 1,016 109 821 65 887 58 0 40 211 16 86 3 3,021 291 10.4 46 鹿児島県

47 沖縄県 1,481 250 1,029 108 1,844 94 252 35 254 25 4,860 512 9.5 47 沖縄県

48 札幌市 138 57 4 33 2 0 234 (6.3) 48 札幌市

49 仙台市 93 55 1 2 3 0 154 (7.6) 49 仙台市

50 さいたま市 548 135 489 61 61 8 1,098 204 5.4 50 さいたま市

51 千葉市 104 57 7 3 0 171 (4.7) 51 千葉市

52 川崎市 895 139 692 58 35 9 2 53 7 1,675 215 7.8 52 川崎市

53 横浜市 1,678 364 1,563 276 6 205 55 213 19 3,659 720 5.1 53 横浜市

54 相模原市 99 57 4 0 160 (5.5) 54 相模原市

55 新潟市 128 20 121 10 29 6 278 36 7.7 55 新潟市

56 静岡市 171 43 182 34 34 3 387 80 4.8 56 静岡市

57 浜松市 233 63 283 54 41 6 557 123 4.5 57 浜松市

58 名古屋市 851 193 1,328 172 87 18 155 13 2,421 396 6.1 58 名古屋市

59 京都市 843 177 838 96 156 7 88 16 55 9 30 3 2,010 308 6.5 59 京都市

60 大阪市 971 265 897 255 173 14 329 115 203 28 50 1 2,623 678 3.9 60 大阪市

61 堺市 587 178 526 104 19 5 51 10 26 2 1,209 299 4.0 61 堺市

62 神戸市 897 173 939 133 36 6 43 16 123 14 38 1 2,076 343 6.1 62 神戸市

63 岡山市 81 29 6 0 116 (5.2) 63 岡山市

64 広島市 128 63 9 4 5 0 209 (5.2) 64 広島市

65 北九州市 356 98 392 56 58 10 57 6 863 170 5.1 65 北九州市

66 福岡市 848 150 874 84 76 9 166 29 113 7 2,077 279 7.4 66 福岡市

57,817 12,883 63,125 8,068 37,629 4,904 8,939 2,533 9,552 1,095 1,318 150 178,380 29,633 6.0

（注）1．各校種別受験者数、採用者数が空欄となっているのは、次の理由による。

ⅰ.

ⅱ.

ⅲ.

ⅳ.

ⅴ.

　　　2．上記の空欄のほか、採用者数の一部に他の試験区分で受験し当該校種に採用された者が含まれている欄がある。

　　　3．競争率が(  )で表示されている指定都市については、それを包含する都道府県と合同で選考試験を実施しているため、それぞれの採用者数を合算して競争率を算出

　　　　しており、その数値は県と同値となっている。

札幌市，仙台市，千葉市，相模原市及び広島市は，選考試験を北海道，宮城県，千葉県，神奈川県及び広島県と共同で実施するため，受験者数はそれぞれの道府県の欄に含ま

れている。

岡山市は平成21年4月1日から政令指定都市となったため、採用選考は岡山県にて実施している。

福井県は，学校種別による試験区分がないため，中・高・特別支援学校の受験者数は，小学校に一括記入している。

上記以外の高等学校の受験者数の空欄については，高等学校の試験区分をせず，主に，中学校と一括して選考試験を実施しているか，中学校受験者から採用しているため，中

学校に一括記入している。

特別支援学校の受験者数については、当該学校の試験区分をせず、主に小・中・高等学校の試験区分に含み、各名簿登録者から採用している県市がある。その場合、小・中・

高の受験者には、特別支援学校の受験者も含まれる。

合計



Ⅲ－８．公立学校教員採用試験における受験者及び採用者の学歴別内訳
 （平成２３年度採用者）

（単位：人）

区分 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 養護教諭 栄養教諭 計

受
験
者
数

教員養成大学・学部 １７，１６５ ８，８００ ３，２９６ ２，０１７ １，３９４ １０ ３２，６８２

一般大学 ２９，８９９ ４３，０７８ ２５，９８４ ５，２９４ ４，６３７ ８６２ １０９，７５４

短期大学等 ３，４１６ １，７２５ １０４ ２６６ ２，８１２ ３２４ ８，６４７

大学院 ３，３９３ ６，０９０ ５，７７１ ９２１ ２６０ ３２ １６，４６７

計 ５３，８７３ ５９，６９３ ３５，１５５ ８，４９８ ９，１０３ １，２２８ １６７，５５０

採
用
者
数

教員養成大学

・学部

４，８８５

（４１．６％）

１，９８９

（２７．６％）

６０５

（１４．１％）

７０３

（２８．９％）

２７８

（２７．４％）

１

（０．７％）

８，４６１

（３１．５％）

一般大学
５，７７２

（４９．１％）

４，２７４

（５９．４％）

２，７１３

（６３．３％）

１，３８６

（５７．４％）

５０３

（４９．６％）

１１２

（７９．４％）

１４，７６０

（５５．０％）

短期大学等
３４２

（２．９％）

６９

（１．０％）

１０

（０．２％）

６３

（２．６％）

１９９

（１９．６％）

２５

（１７．７％）

７０８

（２．６％）

大学院
７４６

（６．４％）

８６９

（１２．１％）

９６８

（２２．５％）

２８３

（１１．６％）

３５

（３．４％）

３

（２．１％）

２，９０４

（１０．８％）

計 １１，７４５ ７，２０１ ４，２９６ ２，４３５ １，０１５ １４１ ２６，８３３

採
用
率
（
％
）

教員養成大学

・学部
２８．５％ ２２．６％ １８．４％ ３４．９％ １９．９％ １０．０％ ２５．９％

一般大学 １９．３％ ９．９％ １０．４％ ２６．２％ １０．８％ １３．０％ １３．４％

短期大学等 １０．０％ ４．０％ ９．６％ ２３．７％ ７．１％ ７．７％ ８．２％

大学院 ２２．０％ １４．３％ １６．８％ ３０．７％ １３．５％ ９．４％ １７．６％

計 ２１．８％ １２．１％ １２．２％ ２８．７％ １１．２％ １１．５％ １６．０％

注１：「教員養成大学・学部」は、国立の教員養成大学又は教員養成学部の出身者の数である。
２：「短期大学等」には、指定教員養成機関等を含む。
３：「採用者数」の（

 

）内の数は、学校種ごとの採用者数に対する割合である。
４：採用率（％）＝採用者数÷受験者数×１００
５：大阪府は、受験者・採用者の学歴等を把握していないため、横浜市は、受験者・採用者の学歴等の集計方法が本調査と異なるため、そ

れぞれの自治体の受験者数・採用者数を除いた人数を基に計算している。
６：堺市は、受験者の学歴等を把握していないため、受験者数に堺市の人数は含まれていない。

（平成２３年度教職員課調べ）



Ⅲ－９．公立学校教員採用者における新卒者・民間企業経験者の推移

●一部自治体においては受験者の経歴等を把握していないため、当該自治体の採用者を除いた人数。（採用者総数については全都道

 
府県の採用者の合計を記載している。）

●「民間企業等勤務経験者」とは、公立学校教員採用前の職として教職以外の継続的な雇用に係る勤務経験のあった者をいう。ただし、

 
いわゆるアルバイトの経験は除く。

年度
採用者総数

うち
新卒者数

うち
民間企業等勤務経験者数

平成１８年度 ２２,５３７ ５,３４１(23.7%) １,７７０(7.6%)

平成１９年度 ２２,６４７ ５,６８０(25.1%) １,７５１(7.7%)

平成２０年度 ２４,８５０ ６,３９３(25.7%) １,４４４(5.8%)

平成２１年度 ２５,８９７ ７,１２７(27.5%) １,３９１(5.4%)

平成２２年度 ２６,８８６ ７,８２８(29.1%) １,３６７(5.1%)

平成２３年度 ２９,６３３ ８,８０７(29.7%) １,３４６(4.5%)

（教職員課調べ）
●公立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校に採用された教員数である。



（教職員課調べ）

新規学卒者 教職経験者
民間企業等

勤務経験者

その他の

既卒者
新規学卒者 教職経験者

民間企業等

勤務経験者

その他の

既卒者

1 北海道 339 117 201 10 11 34 広島県 192 92 76 18 6

2 青森県 31 4 25 0 2 35 山口県 121 26 82 9 4

3 岩手県 16 7 8 1 0 36 徳島県 93 35 57 1 0

4 宮城県 110 30 74 1 5 37 香川県 133 31 102 0 0

5 秋田県 20 1 19 0 0 38 愛媛県 70 22 4 3 41

6 山形県 87 41 43 2 1 39 高知県 57 15 36 6 0

7 福島県 77 29 39 7 2 40 福岡県 196 70 113 4 9

8 茨城県 184 54 93 20 17 41 佐賀県 48 18 15 2 13

9 栃木県 133 46 78 9 0 42 長崎県 42 15 26 0 1

10 群馬県 129 49 71 2 7 43 熊本県 95 21 0 0 74

11 埼玉県 647 237 272 123 15 44 大分県 65 11 53 0 1

12 千葉県 606 296 224 62 24 45 宮崎県 41 12 24 0 5

13 東京都 1,590 594 786 25 185 46 鹿児島県 109 44 33 3 29

14 神奈川県 441 229 0 0 212 47 沖縄県 250 4 232 5 9

15 新潟県 190 64 106 15 5 48 札幌市 138 37 87 12 2

16 富山県 137 57 73 4 3 49 仙台市 93 36 55 0 2

17 石川県 162 29 122 0 11 50 さいたま市 135 63 66 5 1

18 福井県 37 5 32 0 0 51 千葉市 104 39 44 1 20

19 山梨県 39 9 17 0 13 52 横浜市 364 204 0 0 160

20 長野県 111 41 67 1 2 53 川崎市 139 82 33 0 24

21 岐阜県 271 108 161 1 1 54 相模原市 99 43 50 4 2

22 静岡県 164 80 65 1 18 55 新潟市 20 4 12 2 2

23 愛知県 730 388 238 43 61 56 静岡市 43 15 27 1 0

24 三重県 206 80 112 8 6 57 浜松市 63 31 28 2 2

25 滋賀県 207 88 25 20 74 58 名古屋市 193 123 60 2 8

26 京都府 181 90 80 1 10 59 京都市 177 81 72 10 14

27 大阪府 774 - - - - 60 大阪市 265 85 43 5 132

28 兵庫県 454 167 203 5 79 61 堺市 178 75 0 0 103

29 奈良県 219 122 84 3 10 62 神戸市 173 78 83 5 7

30 和歌山県 126 32 71 2 21 63 岡山市 81 33 47 0 1

31 鳥取県 50 2 48 0 0 64 広島市 128 57 58 12 1

32 島根県 81 22 55 2 2 65 北九州市 98 33 62 1 2

33 岡山県 181 57 116 0 8 66 福岡市 150 46 89 4 11

12,883 4,756 5,377 485 1,491

　採　用　者　数

全国

都道府県

指定都市

　採　用　者　数
都道府県

指定都市

Ⅲ－10．平成２３年度新採用教員の前歴について

※大阪府については、採用者の前歴に関するデータなし。
※神奈川県、熊本県、横浜市及び堺市については、既卒者の前歴に関する内訳データがないため、全て「その他既卒者」としている。

①小学校



Ⅲ－10．平成２３年度新採用教員の前歴について

（教職員課調べ）

新規学卒者 教職経験者
民間企業等

勤務経験者

その他の

既卒者
新規学卒者 教職経験者

民間企業等

勤務経験者

その他の

既卒者

1 北海道 232 83 124 10 15 34 広島県 97 30 50 14 3

2 青森県 46 6 40 0 0 35 山口県 55 9 37 7 2

3 岩手県 39 15 19 5 0 36 徳島県 40 4 36 0 0

4 宮城県 119 29 75 0 15 37 香川県 62 7 55 0 0

5 秋田県 16 2 14 0 0 38 愛媛県 43 8 2 3 30

6 山形県 50 17 31 1 1 39 高知県 61 12 33 16 0

7 福島県 54 20 26 8 0 40 福岡県 78 10 65 3 0

8 茨城県 191 71 70 27 23 41 佐賀県 52 7 31 6 8

9 栃木県 85 21 59 5 0 42 長崎県 35 9 25 0 1

10 群馬県 200 71 116 1 12 43 熊本県 52 5 0 0 47

11 埼玉県 329 95 170 55 9 44 大分県 40 5 30 2 3

12 千葉県 356 140 152 41 23 45 宮崎県 35 5 29 1 0

13 東京都 793 226 411 28 128 46 鹿児島県 65 15 42 1 7

14 神奈川県 241 74 0 0 167 47 沖縄県 108 4 98 0 6

15 新潟県 111 23 70 16 2 48 札幌市 57 10 44 3 0

16 富山県 70 32 33 2 3 49 仙台市 55 17 36 0 2

17 石川県 81 22 52 0 7 50 さいたま市 61 10 40 11 0

18 福井県 64 14 47 1 2 51 千葉市 57 21 33 0 3

19 山梨県 38 10 22 0 6 52 横浜市 276 81 0 0 195

20 長野県 94 30 63 0 1 53 川崎市 58 18 31 2 7

21 岐阜県 166 53 103 9 1 54 相模原市 57 16 38 0 3

22 静岡県 163 78 72 0 13 55 新潟市 10 3 6 0 1

23 愛知県 410 186 175 20 29 56 静岡市 34 7 23 1 3

24 三重県 135 33 94 3 5 57 浜松市 54 21 30 2 1

25 滋賀県 118 32 15 0 71 58 名古屋市 172 79 83 7 3

26 京都府 130 41 81 0 8 59 京都市 96 14 46 11 25

27 大阪府 591 - - - - 60 大阪市 255 80 49 4 122

28 兵庫県 279 78 160 2 39 61 堺市 104 30 0 0 74

29 奈良県 128 45 77 1 5 62 神戸市 133 40 85 3 5

30 和歌山県 76 18 43 1 14 63 岡山市 29 9 19 0 1

31 鳥取県 17 0 17 0 0 64 広島市 63 18 34 8 3

32 島根県 29 8 19 2 0 65 北九州市 56 9 46 1 0

33 岡山県 83 11 64 3 5 66 福岡市 84 10 63 7 4

8,068 2,207 3,753 354 1,163

　採　用　者　数

全国

都道府県

指定都市

　採　用　者　数
都道府県

指定都市

※大阪府については、採用者の前歴に関するデータなし。
※神奈川県、熊本県、横浜市、堺市については、既卒者の前歴に関する内訳データがないため、全て「その他既卒者」としている。

②中学校



Ⅲ－10．平成２３年度新採用教員の前歴について

（教職員課調べ）

新規学卒者 教職経験者
民間企業等

勤務経験者

その他の

既卒者
新規学卒者 教職経験者

民間企業等

勤務経験者

その他の

既卒者

1 北海道 105 28 62 8 7 34 広島県 82 24 46 10 2

2 青森県 68 12 52 1 3 35 山口県 52 9 28 12 3

3 岩手県 42 5 32 4 1 36 徳島県 27 1 25 1 0

4 宮城県 81 22 48 3 8 37 香川県 59 7 43 8 1

5 秋田県 34 3 30 0 1 38 愛媛県 50 14 34 1 1

6 山形県 30 9 16 4 1 39 高知県 23 2 17 4 0

7 福島県 96 12 70 12 2 40 福岡県 71 6 46 9 10

8 茨城県 95 25 55 7 8 41 佐賀県 38 4 23 5 6

9 栃木県 49 9 35 5 0 42 長崎県 41 8 30 2 1

10 群馬県 114 30 61 8 15 43 熊本県 70 11 0 0 59

11 埼玉県 266 84 104 54 24 44 大分県 35 0 32 1 2

12 千葉県 216 61 128 20 7 45 宮崎県 25 1 18 5 1

13 東京都 389 121 196 14 58 46 鹿児島県 58 4 50 1 3

14 神奈川県 350 101 0 0 249 47 沖縄県 94 1 93 0 0

15 新潟県 58 7 38 13 0 48 札幌市 4 0 2 2 0

16 富山県 42 14 23 2 3 49 仙台市 0 0 0 0 0

17 石川県 60 17 37 1 5 50 さいたま市 0 0 0 0 0

18 福井県 32 8 23 1 0 51 千葉市 0 0 0 0 0

19 山梨県 17 3 14 0 0 52 横浜市 6 2 0 0 4

20 長野県 92 19 68 4 1 53 川崎市 9 1 3 3 2

21 岐阜県 129 43 83 1 2 54 相模原市 0 0 0 0 0

22 静岡県 124 27 83 4 10 55 新潟市 0 0 0 0 0

23 愛知県 318 104 169 35 10 56 静岡市 0 0 0 0 0

24 三重県 125 21 84 18 2 57 浜松市 0 0 0 0 0

25 滋賀県 32 4 28 0 0 58 名古屋市 0 0 0 0 0

26 京都府 73 20 52 0 1 59 京都市 7 2 5 0 0

27 大阪府 602 - - - - 60 大阪市 14 1 10 0 3

28 兵庫県 239 43 147 6 43 61 堺市 0 0 0 0 0

29 奈良県 60 17 35 0 8 62 神戸市 6 0 6 0 0

30 和歌山県 76 13 51 3 9 63 岡山市 0 0 0 0 0

31 鳥取県 5 0 5 0 0 64 広島市 9 5 3 1 0

32 島根県 20 0 20 0 0 65 北九州市 0 0 0 0 0

33 岡山県 76 13 62 0 1 66 福岡市 9 0 8 1 0

4,904 998 2,433 294 577

　採　用　者　数

全国

都道府県

指定都市

　採　用　者　数
都道府県

指定都市

※大阪府については、採用者の前歴に関するデータなし。
※神奈川県、熊本県、横浜市及び堺市については、既卒者の前歴に関する内訳データがないため、全て「その他既卒者」としている。
※仙台市、さいたま市、千葉市、相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、堺市、岡山市、北九州市については、高等学校教員の採用試験

を実施していない。

③高等学校



Ⅲ－10．平成２３年度新採用教員の前歴について

（教職員課調べ）

新規学卒者 教職経験者
民間企業等

勤務経験者

その他の

既卒者
新規学卒者 教職経験者

民間企業等

勤務経験者

その他の

既卒者

1 北海道 97 18 69 4 6 34 広島県 61 10 25 22 4

2 青森県 35 5 29 0 1 35 山口県 5 2 3 0 0

3 岩手県 28 4 22 2 0 36 徳島県 17 2 15 0 0

4 宮城県 0 0 0 0 0 37 香川県 18 2 16 0 0

5 秋田県 19 3 9 7 0 38 愛媛県 16 1 13 1 1

6 山形県 26 6 18 2 0 39 高知県 17 3 10 3 1

7 福島県 52 13 36 3 0 40 福岡県 7 0 6 1 0

8 茨城県 45 13 32 0 0 41 佐賀県 8 2 5 1 0

9 栃木県 29 10 19 0 0 42 長崎県 15 1 14 0 0

10 群馬県 29 9 19 0 1 43 熊本県 20 0 0 0 20

11 埼玉県 145 29 79 34 3 44 大分県 15 1 14 0 0

12 千葉県 171 54 90 18 9 45 宮崎県 15 4 11 0 0

13 東京都 254 64 145 14 31 46 鹿児島県 40 6 28 3 3

14 神奈川県 176 60 0 0 116 47 沖縄県 35 0 35 0 0

15 新潟県 32 7 22 3 0 48 札幌市 33 8 25 0 0

16 富山県 41 12 26 1 2 49 仙台市 1 0 1 0 0

17 石川県 37 5 28 0 4 50 さいたま市 0 0 0 0 0

18 福井県 23 4 18 1 0 51 千葉市 7 0 7 0 0

19 山梨県 17 4 11 0 2 52 横浜市 55 14 0 0 41

20 長野県 25 6 19 0 0 53 川崎市 2 0 2 0 0

21 岐阜県 46 11 33 1 1 54 相模原市 0 0 0 0 0

22 静岡県 96 26 66 2 2 55 新潟市 0 0 0 0 0

23 愛知県 110 15 78 7 10 56 静岡市 0 0 0 0 0

24 三重県 14 4 8 2 0 57 浜松市 0 0 0 0 0

25 滋賀県 55 12 40 2 1 58 名古屋市 18 6 10 1 1

26 京都府 47 13 29 0 5 59 京都市 16 5 7 0 4

27 大阪府 43 - - - - 60 大阪市 115 9 37 3 66

28 兵庫県 85 10 66 1 8 61 堺市 5 0 0 0 5

29 奈良県 38 11 26 0 1 62 神戸市 16 5 9 1 1

30 和歌山県 29 3 23 0 3 63 岡山市 0 0 0 0 0

31 鳥取県 14 0 11 3 0 64 広島市 4 2 1 1 0

32 島根県 17 4 12 0 1 65 北九州市 10 0 9 1 0

33 岡山県 58 9 49 0 0 66 福岡市 29 3 24 1 1

2,533 565 1,424 146 355

　採　用　者　数

全国

都道府県

指定都市

　採　用　者　数
都道府県

指定都市

※大阪府については、採用者の前歴に関するデータなし。
※神奈川県、熊本県、横浜市及び堺市については、既卒者の前歴に関する内訳データがないため、全て「その他既卒者」としている。
※宮城県、さいたま市、相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市については、特別支援学校教員の採用試験を実施していない。

④特別支援学校



卒業前年度 卒業年度

10月

採用情報公開
エントリー受付

2~4月

試験
・面接

4月
内
々
定
通
知

5~6月
応
募

7月
一次
試験

8月
二次
試験

10月
合格発表

・
採用内定

10月
内
定

介護等体験 教育実習

Ⅲ－11．採用選考の実施時期について①

【
民

 間
 企
 業
 】

【
教

 
員
】

12月

 

2月

説明会・セミナー
【広報活動】

 

エントリー

【選考活動】

 

シート受付



5.2%
10.2%

2.9%2.6%2.5%2.3%
10.2%9.4%

23.1%20.1%
27.0%

12.2% 14.1%
19.3%

11.9% 12.0%

3.5% 2.0% 4.7% 4.9%

0%

10%

20%

30%

10月以前 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以降 無回答

３年前 今年度

卒業・修了年度→

※3年前の「12月」は「12月以前」で集計

37.2%

15.3%14.1%

28.7%

2.8%0.8%0.6%
7.5%

30.1%

0.6%1.0%
6.9%

20.2%
24.8%

8.4%1.0%

0%
10%
20%
30%
40%

１月以前 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以降 無回答

３年前 今年度

卒業・修了年度→

Ⅲ－11．採用選考の実施時期について②

○

 

就職活動の開始時期（３年前との比較）

○

 

内々定の集中している時期（３年前との比較）

平成２３年度学生の就職・採用活動に関する調査（文部科学省調べ）

一次

 試験
二次試験

三次

 試験
最終合格発表 採用内定時期

７月 ８月 ９月 ９月 ９月 １０月 ９月 １０月 11～2月 ３月

教育

 委員

 会数
６６ ５６ ８ ２ ２２ ４４ ８ ４８ ４ ６

教員採用選考の実施時期

（平成23年度教職員課調べ）※石川県及び堺市は、一次試験・二次試験の区分をしていないため、「二次試験」の数に含まれていない。

←卒業・修了前年度

←卒業・修了前年度



Ⅲ－１2．公立学校教員採用選考試験の実施方法等について
 （平成２４年度教員採用選考試験）

（平成２３年度教職員課調べ）

１．実技試験の実施状況

理科 水泳 水泳以外の体育 音楽 図画工作 英会話等

２ ５１（５６） ５０（５４） ４５（５３） ７（１９） １７

理科
保健

体育
音楽 美術 書道 英語

技術

工業
家庭 農業 商業

中学校 １５（１５） ６５（５８） ６３（５３） ６１（４８） １（２） ６３（６０） ３６（３１） ４７（４３） － －

高等学校 ８（１１） ５１（５４） ４０（３４） ４０（３３） ２２（４） ５０（５４） １１（１４） ２８（２７） １２ ６

（中学校・高等学校）

（小学校）

２．面接の実施状況

実施状況 実施方法 面接担当者への民間人起用

１次

試験

２次

試験

１次２次

両方

個人

面接

集団

面接

個人・集団

両方

民間企業

関係者

臨床心理士

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ
その他

４０（５０） ６３（５９） ３８（４９） ６６（６０） ５２（５７） ５２（５７） ４８（４５） ２４（２０） ３５（－）

作文・小論文 模擬授業 場面指導 指導案作成 適性検査

４８（５６） ５２（４４） ３５（２８） ２１（１７） ４８（５３）

３．作文・小論文、模擬授業等の実施状況

※（

 

）内の数字は、平成１７年度採用試験の状況

（単位：県市）

（単位：県市）

（単位：県市）

（単位：県市）

採用試験実施県市数
４７都道府県
１９政令市



Ⅲ－１3．教員採用における多様な人材を活用するための取組等について
 （平成２４年度教員採用選考試験）

＜基本的年齢制限＞

受験可能年齢の上限 県市数（前年度）

制限なし １５

 

（１５）

５１歳以上～５８歳以下 １ （ １）

４１歳以上～５０歳以下 １７

 

（１４）

３６歳以上～４０歳以下 ３２

 

（３２）

３０歳以上～３５歳以下 １ （ ４）

＜基本的年齢制限の緩和＞

受験年齢制限

○教職経験者に対する受験年齢制限の緩和
正規教員経験者

 

・・・２８県市（前年度２８県市）
常勤講師経験者

 

・・・１９県市（前年度１７県市）
非常勤講師経験者 ・・・

 

１０県市（前年度

 

８県市）

○その他の要件（民間企業経験や資格を有する者）に
よる受験年齢制限の緩和

 

・・・２１県市（前年度２３県市）

○特定校種・教科についての受験年齢制限の緩和
・・・

 

８県市（前年度

 

９県市）

特定の資格や経歴等を持つことによる一部試験免除・特別選考

英語の

資格

スポーツ・芸術での

 
技能や実績

国際貢献

活動経験

社会人経験 教職経験

実施県市数
３４

（３６）

３５

（３５）

１９

（２０）

４２

（４４）

６２

（６１）

※

 

特別免許状を活用した選考

 

２９県市（３０県市）

（

 

）内は前年度の県市数

（平成２３年度教職員課調べ）



名称 社会人経験者対象の選考

（教諭普通免許状を所有する者を対象とした選考）

対象となる

校種等

すべての校種・教科

特別免許状

の活用

無

資格要件 法人格を有する民間企業又は官公庁等で正社員又

 
は正規の職員としての勤務経験年数が平成13年４

 
月１日～平成23年3月31日までに通算5年以上ある

 
こと。（青年海外協力隊員等の期間を含む）

選考方法・

試験内容

一般選考と同じ

採用者数 １３名（H２２）、２３名（H２３）

名称 社会人特別選考

対象となる

校種等

高等学校数学・工業

特別免許状の活

 
用

有

資格要件 民間企業の従事者で同一企業3年以上の勤務経

 
験がある者、又は博士の学位を保有する者で、数

 
学・工業（機械）に関する高度な専門的知識や技

 
能を有する者。

選考方法・

試験内容

書類審査の結果、選考された者について、面接試

 
験（口答試問を含む）を行う。

採用者数 ２名（H２２）、１名（H２３）

特定の資格や経歴等を持つことによる一部試験免除の例

対象となる

校種等

中学校英語

高等学校英語

特別免許状

の活用

無

資格要件 ＴＯＥＦＬ580点（ＣＢＴの場合237点、ｉＢＴの場合は

 
92点）以上取得者、ＴＯＥＩＣ860点以上取得者又は

 
実用英語技能検定（財団法人日本英語技能検定

 
協会）１級合格者のいずれかに該当する者

免除される

試験科目

第１次試験（筆記試験）のうち専門教科

採用者数 ７名（H２２）、５名（H２３）

特定の資格や経歴等を持つことによる特別選考の例

対象となる

校種等

中学校保健体育

高等学校保健体育

特別免許状

の活用

無

資格要件 国際レベルの大会（オリンピック大会、アジア大会

 
等）に日本代表として出場した者、又は日本選手

 
権大会あるいはこれに準ずる大会において優秀な

 
成績を収めた者

免除される

試験科目

一次試験のすべて（教職・一般教養、専門教科、

 
体育実技）

採用者数 ５名（H２２）、４名（H２３）



Ⅲ－１4．教員採用における大学院在学者・進学者に対する特例について①

○大学院在学や進学を理由に採用を辞退した者等に対し、次年度以降の採用選考試験に

 おける特別選考の実施や名簿登載期間の延長など、特例的な措置を講じている自治体
①次年度以降の採用選考試験において一部試験を免除

 
‥‥

 
岐阜県・大阪府・名古屋市

②次年度以降の採用選考試験において特別選考を実施

 
‥‥

 
福井県・愛知県・堺市

③採用候補者名簿の登載期間を延長
２３都道府県

北海道・群馬県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・岐阜県・静岡県・京都府・兵庫県
奈良県・和歌山県・岡山県・広島県・山口県・徳島県・愛媛県・高知県・福岡県・佐賀県
長崎県・大分県・宮崎県

９政令市
札幌市・さいたま市・千葉市・川崎市・相模原市・京都市・岡山市・広島市・福岡市

（上記のうち、「教職大学院」のみを対象としている自治体）
①次年度以降の採用選考試験において一部試験を免除

 
‥‥

 
岐阜県

③採用候補者名簿の登載期間を延長
北海道・群馬県・東京都・岡山県※・長崎県・札幌市・岡山市※・福岡市
※岡山県及び岡山市は、岡山大学大学院教育学研究科教職実践選考のみを対象

（上記のうち、「専修免許状取得可能大学院」のみを対象としている自治体）
②次年度以降の採用選考試験において特別選考を実施

 
‥‥

 
福井県

③採用候補者名簿の登載期間を延長

 
‥‥

 
千葉県・神奈川県・千葉市・相模原市



Ⅱ－１4．教員採用における大学院在学者・進学者に対する特例について②

（教職員課調べ）

0
1 2

6
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5

26

6

32

0

5
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15

20
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35

18年度実施 19年度実施 20年度実施 21年度実施 22年度実施 23年度実施

一部免除・特別選考

名簿登載期間の延長

大学院在学や進学を理由に採用を辞退した者に対し、次年度以降の採用選考試験における特

 別選考の実施や、名簿登載期間の延長などの特例的な措置を講じている自治体は、教職大学

 院設置後（平成20年以降）増加している。

※「名簿登載期間の延長」については、平成21年実施分から調査。

平成20年4月

教職大学院設置



Ⅲ－15．特別免許状を活用した教員採用について

○特別免許状を活用した特別選考を実施している自治体（平成２４年度採用試験）
２５道府県

北海道・青森県・岩手県・秋田県・栃木県・群馬県・千葉県・神奈川県・石川県・長野県・静岡県
愛知県・三重県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県・岡山県・山口県・徳島県・香川県
高知県・長崎県・大分県

３政令市
札幌市・千葉市・京都市

（上記のうち、「博士」の学位を有することを資格要件としているもの）

○岩手県（高等学校【数学、工業】）
民間企業の従事者で、平成２３年４月１日現在、同一企業等で３年以上の勤務経験がある者、

又は博士の学位を有する者で、数学・工業（機械）に関する高度な専門的知識や技能を有する者。

○長野県（中学校【数学、理科】、高等学校【数学、理科】）
理学、工学における博士の学位を有し、教員の職務を行うのに必要な熱意と見識を持ち、理数

好きの生徒を育てる意欲のある者（所属長等の推薦が必要）。

○静岡県（高等学校【理科】）
大学院の課程に学んだ経験があり、平成２３年４月１日現在において、「理学博士」の学位を取

得済みである者。



●各地域で学校教育において中心的な役割を担う校長・教頭等の教職員に対する学校管理研修

1年目 5年目 10年目 15年目 20年目 25年目 30年目

中堅教員研修
副校長・教頭等研修

海外派遣研修（２ヶ月）

●喫緊の重要課題について、地方公共団体が行う研修等の講師や企画・立案等を担う指導者を養成するための研修

・学校組織マネジメントや国語力向上に向けた教育の推進のための指導者育成研修等

・教育課題研修指導者の海外派遣プログラム（２週間）

●法定研修（原則として全教員が対象のもの）

●教職経験に応じた研修

●指導が不適切な教員に対する研修

初任者研修 １０年経験者研修

５年経験者研修 ２０年経験者研修

指導改善研修

●職能に応じた研修
生徒指導主事研修など

新任教務主任研修

教頭・校長研修

●専門的な知識・技能に関する研修

教科指導、生徒指導等に関する専門的研修

●長期派遣研修

大学院・民間企業等への長期派遣研修

都
道
府
県
教
委
等
が
実
施
す
る
研
修

国
レ
ベ
ル
の
研
修

Ⅳ－１．教員研修の実施体系

校長マネジメント研修



指導者養成

◎設

 

立

 

平成13年4月設立

◎予

 

算

 

平成24年度予算（案）：

 

1,322百万円

 

(前年度

 

1,436百万円)

◎役 職 員

 

役員4人（うち非常勤２人）､職員42人（平成24年2月現在）

文科省が直接実施してきた研修等を一元的・集中的に実施するため、業務、予算・定員(28人)等を移管

⇒

●

 

「初任者研修」､「１０年経験者研修」など全教員を対象とした法定研修を実施

●

 

センターの研修受講者等が講師となり、地域の実情等に応じた喫緊の重要課題研修を実施

 

など

自治体の研修実施権者=106
47都道府県、19指定都市、

40中核市

◆喫緊課題の指導者養成

 

⇒

 

いじめ・不登校・非行等の生徒指導、外国人児童生徒の教育、キャリア
【喫緊課題研修】

 

教育など、喫緊の重要課題について自治体の研修講師等の指導者を養成

◆地域の中核指導者養成

 

⇒

 

理不尽な要求を繰り返す保護者対応等で必要な教育法規や、組織運営、

 【【中央研修中央研修】】

 

危機管理等の研修により､総合的な学校経営力を備えた学校管理職等を養成

学校教育の機会均等の保障と教育水準の維持等のため、

国と自治体とが、それぞれ適切な役割により、教員の資質能力を向上

独立行政法人「教員研修センター」実施

Ⅳ－２．独立行政法人教員研修センターの概要

国＝教育政策上、真に必要な研修を厳選し、自治体の行う研修の指導者や地域の中核指導者を養成

自治体＝教育センター等において、全教員（約９２万人）に対する研修等を実施

＜「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定）（抜粋）＞

【教員研修センター】

学校教育関係職員に対して、国による実施が必要不可欠な研修を行う等の事業は、国の判断と責任の下で実施すべき業務

 
である。更なる教員の資質能力の向上は国の重要課題であることから、必要な定員・予算を確保した上で、本法人の機能を一

 
体として国に移管するとともに、併せてその機能強化を図る。



・産業・理科教育教員派遣研修
・産業・情報技術等指導者養成研修
・産業教育実習助手研修

 ・学校評価指導者養成研修
・カリキュラム・マネジメント指導者研修

 養成研修

●生徒指導、学校安全などの喫緊の重要
課題の研修の指導者養成（１３研修）

・生徒指導の指導者養成研修
・学校組織マネジメント指導者養成研修
・国語力向上指導者養成研修
・道徳教育指導者養成研修

 ・学校教育の情報化指導者養成研修
・人権教育指導者養成研修
・キャリア教育指導者養成研修
・教育相談指導者養成研修
・小学校における英語活動等国際理解活動指導

者養成研修
・外国語指導助手研修
・外国人児童生徒等に対する日本語指導の指導
者養成研修

・健康教育指導者養成研修
・教育課題研修指導者海外派遣プログラム

●

 
各地域における高度な学校経営
力を備えた学校管理職等を養成

・教職員等中央研修

（校長マネジメント研修、副校長・教頭等

 研修､中堅教員研修）
・英語教育海外派遣研修

●

 
自治体からの委託等により実施
する研修

Ⅳ－３．独立行政法人教員研修センターが実施する研修（２３年度）

【喫緊の課題に関する研修等の指導者養成】 【地域の中核リーダー養成（中央研修）】



１．目

 

的：新任教員の実践的指導力と使命感を養うとともに、幅広い知見を得させる。
２．対

 

象

 

者：公立の小学校等の教諭等のうち、新規に採用された者
３．実

 

施

 

者：各都道府県、指定都市、中核市教育委員会
４．根

 

拠

 

法：教育公務員特例法第２３条（昭和６３年制度創設、平成元年度から実施）

５．研修内容：任命権者が定める。
（教員の経験に応じて実施する体系的な研修の一環をなすものとして樹立）

Ⅰ．校内研修
時間数：週１０時間、年間３００時間程度
講

 

師：拠点校指導教員、校内指導教員

【実施上の留意点】
・個々の初任者の経験や力量、個々の学校の

 抱える課題に重点を置く
・授業の準備から実際の展開に至るまでの授業

 実践の基礎（指導案の書き方、板書の仕方、発

 問の取り方等）について、きめ細かく初任者を指

 導

＜文部科学省が教育委員会に示した内容例＞

Ⅱ．校外研修
日

 

数：年間２５日間程度
研修場所と研修内容
①教育センター等における教科等に関する専門的な指導
②企業・福祉施設等での体験研修
③社会奉仕体験活動研修及び自然体験活動研修
④宿泊研修

 

（４泊５日程度）
【実施上の留意点】
・校内研修との有機的な連携を保つ
・初任者が自己の問題意識に応じて講師や研修内容を選択で

 きるようにする
・参加型・体験型研修、課題研究・討論など課題解決的な研修

 を多く取り入れる
・異なる規模の学校や他校種での研修等、他の学校での経験

 を得る機会を確保する

Ⅳ－４．初任者研修の概要



Ⅳ－５．初任者研修の実施状況について（平成２２年度）

１．調査時期

 

：

 

平成２３年６月

２．調査対象

 

：

 

１０６都道府県・市（４７都道府県、１９政令指定都市、４０中核市）

３．調査結果（概要）

①対象者数

 

：２４，７２１人

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 中等教育学校 合計

対象者数 11，841 6，603 3，965 2，307 5 ２４，７２１

校内研修 校外研修

８．５時間 ２３．４日

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 中等教育学校

年間平均日数 ３．６ ３．６ ３．６ ３．６ ３．６

③校外研修における宿泊研修実施日数

②校内研修の平均時間数（１週あたり）及び校外研修の平均日数（年間）



④校外研修の研修内容別実施県市数・割合

校内研修
小学校

（１０５県市中）

中学校

（１０５県市中）

高等学校

（６５県市中）

特別支援学校

（６４県市中）

教科指導 １０４（99.0%） １０４（99.0%） ６５（100 %） ６０（93.8%）

特別支援教育 １０１（96.2%） １００（95.2%） ６４（98.5%） ６３（98.2%）

生徒指導・教育相談 １０２（97.1%） １０３（98.1%） ６５（100 %） ６０（93.8%）

学級経営（ﾎｰﾑﾙｰﾑ経営） ９６（91.4%） ９６（91.4%） ５７（87.7%） ５２（81.3%）

公務員倫理（ｾｸﾊﾗ含む） ９８（93.3%） ９８（93.3%） ６４（98.5%） ５８（90.6%）

情報教育 ９５（90.5%） ９５（90.5%） ６１（93.8%） ５８（90.6%）

人権教育 ９２（87.6%） ９１（86.7%） ５９（90.8%） ５６（87.5%）

対人関係（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力） ８７（82.9%） ８７（82.9%） ５７（87.7%） ５０（78.1%）

学校保健・安全指導 ８４（80.0%） ９３（88.6%） ５４（83.1%） ４９（76.6%）

カウンセリング ７６（72.4%） ７９（75.2%） ５０（76.9%） ４６（71.9%）

特別活動 ９１（86.7%） ９０（85.7%） ５０（76.9%） ４３（67.2%）

道徳教育 １００（95.2%） １０１（96.2%） ３５（53.8%） ３９（60.9%）

総合的な学習の時間 ７３（69.5%） ７３（69.5%） ３９（60.0%） ３０（46.9%）

連携先 大学・大学院 民間組織等

実施県市数（実施率） ４１（３８．７％） ５３（５０．０％）

⑤大学・大学院、民間組織等との連携

（教職員課調べ）



１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

小学校 １０，１７０ １０，８８６ １１，６９４ １１，４８２ １１，６５１ １１，６０７ １１，８４１

中学校 ４，４５７ ４，８４９ ４，８０４ ５，５８６ ６，０３３ ６，２７０ ６，６０３

高等学校 ２，９３２ ２，５６２ ２，４１０ ２，５００ ２，８４０ ３，３２３ ３，９６５

特別支援学校 １，４７９ １，５３８ １，５３３ １，５８５ １，９１１ ２，０５０ ２，３０７

中等教育学校 １ ２ １ ４ ６ ９ ５

合計 １９，０３９ １９，８１７ ２０，４４２ ２１，１５７ ２２，４４１ ２３，２５９ ２４，７２１

採用者数 １９，５６５ ２０，８６２ ２１，７０２ ２１，７３４ ２３，９２０ ２４，８２５ ２５，７４３

（教職員課調べ）

Ⅳ－６．初任者研修対象者数の推移

（単位：人）

（参考）

※初任者研修対象者の数・・・当該年度に採用された公立の小学校、中学校、高高等学校、特別支援学校及び中等教育学校の
教諭、助教諭、講師（常勤）の数

採用者数・・・当該年度に公立の小学校、中学校、高高等学校、特別支援学校及び中等教育学校で新たに採用された教員（養
護教諭、栄養教諭を除く。）の数

（注）国公私立学校の正規教員等として、引き続き１年以上勤務経験がある者で、初任者研修を実施する必要がないと任命権者
が認める場合には、初任者研修を免除することができる。



設置者 初任者研修の形態 小学校 中学校 計

指 定 都 市
拠点校方式 ２，１０２人 １，１６５人 ３，２６７人

自校方式 ４８４人 ２６６人 ７５０人

中 核 市
拠点校方式 １，１９１人 ６３８人 １，８２９人

自校方式 １１８人 ６４人 １８２人

上 記 以 外 の

市 町 村

拠点校方式 ５，１２４人 ２，９１７人 ８，０４１人

自校方式 ２，８２２人 １，５５３人 ４，３７５人

総 計

拠点校方式 ８，４１７人 ４，７２０人 １３，１３７人

自校方式 ３，４２４人 １，８８３人 ５，３０７人

計 １１，８４１人 ６，６０３人 １８，４４４人

学 級 担 任 の

状 況

普通学級の学級担任 １０，９９１人 ３，５３１人 １４，５５２人

特支学級の学級担任 ２３１人 １００人 ３３１人

学級担任でない ６１９人 ２，９７２人 ３，５９１人

（教職員課調べ）

Ⅳ－７．初任者研修対象者数及び学級担任の状況（平成２２年度）



①小学校

区分 １人配置校 ２人配置校 ３人配置校 ４人以上配置校 計

１～６学級
２６７校

（３．３％）

１２校

（０．１％）
－ －

２７９校

（３．４％）

７～１２学級
１，０５１校

（１２．９％）

１３６校

（１．７％）

２校

（０．０％）
－

１，１８９校

（１４．６％）

１３～１８学級
１，７１２校

（２１．１％）

６２９校

（７．７％）

２８校

（０．３％）

５校

（０．１％）

２，３７４校

（２９．２％）

１９～２４学級
１，０３５校

（１２．７％）

８０９校

（１０．０％）

１００校

（１．２％）

５０校

（０．６％）

１，９９４校

（２４．５％）

２５学級以上
４３６校

（５．４％）

６４５校

（７．９％）

１００校

（１．２％）

５１校

（０．６％）

１，２３２校

（１５．２％）

東京都 ５１１校 ３３８校 １５５校 ５２校 １，０５６校

計
５，０１２校

（６１．７％）

２，５６９校

（３１．６％）

３８５校

（４．７％）

１５８校

（１．９％）

８，１２４校

（１００％）

※（

 

）内は、初任者が配置されている学校（８，１２４校）に対する割合
東京都については、初任者の配置されている学校の学級数の区分について未報告 （教職員課調べ）

Ⅳ－８．学級規模別初任者配置人数別学校数（平成２２年度）



区分 １人配置校 ２人配置校 ３人配置校 ４人以上配置校 計

１～６学級
２８７校

（６．５％）

４２校

（１．０％）

３校

（０．１％）
－

３３２校

（７．５％）

７～１２学級
８５３校

（１９．３％）

２３４校

（５．３％）

２５校

（０．６％）

２校

（０．０％）

１，１１４校

（２５．３％）

１３～１８学級
８９１校

（２０．２％）

４９７校

（１１．３％）

７４校

（１．７％）

２６校

（０．６％）

１，４８８校

（３３．７％）

１９～２４学級
３６５校

（８．３％）

３２７校

（７．４％）

６０校

（１．４％）

３０校

（０．７％）

７８２校

（１７．７％）

２５学級以上
７９校

（１．８％）

９７校

（２．２％）

４８校

（１．１％）

１８校

（０．４％）

２４２校

（５．５％）

東京都 ２３０校 １３７校 ５７校 ２９校 ４５３校

計
２，７０５校

（６１．３％）

１，３３４校

（３０．２％）

２６７校

（６．１％）

１０５校

（２．４％）

４，４１１校

（１００％）

※（

 

）内は、初任者が配置されている学校（４，４１１校）に対する割合
東京都については、初任者の配置されている学校の学級数の区分について未報告

（教職員課調べ）

②中学校

Ⅳ－８．学級規模別初任者配置人数別学校数（平成２２年度）



Ⅳ－９．条件附採用期間を経て正式採用とならなかった教員の推移

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

全採用者 １９，５６５ ２０，８６２ ２１，７０２ ２１，７３４ ２３，９２０ ２４，８２５ ２５，７４３

正式採用とならなかった者

（全採用者に占める割合）

１９１ ２０９ ２９５ ３０１ ３１５ ３１７ ２９６

０．９８％ １．００％ １．３６％ １．３８％ １．３２％ １．２８％ １．１５％

事
由
別
内
訳

不採用 ７ ２ ４ １ ４ ２ ２

依願退職 １７２ １９８ ２８１ ２９３ ３０４ ３０２ ２８８

うち、不採用決定者 １５ １６ １４ １２ １０ ２７ ２０

うち、病気による者 ６１ ６５ ８４ １０３ ９３ ８６ １０１

［病気のうち精神疾患］ － － － － － ８３ ９１

死亡退職 ５ ６ ５ ５ ２ ９ ３

分限免職 ３ ０ １ ０ ０ ０ ０

懲戒免職 ４ ３ ４ ２ ５ ３ ３

欠格条項失職 ０ ０ ０ ０ ０ １ ０

※地方公務員の採用については、条件附採用制度がとられており（地方公務員法第２２条）、一般の地方公務員

の条件附採用期間は通常６ヶ月であるが、教諭・助教諭・講師については、教育公務員特例法第１２条により１

年間とされている。

※病気を理由とする依願退職者のうち、精神疾患によるものの数は、平成２１年度から調査



Ⅳ－１０．条件附採用期間における依願退職者の状況
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（文部科学省調べ）

○条件附採用期間を経て正式採用とならなかった教諭等のうち、依願退職者数の推移
（人）



１．目

 

的：個々の能力、適性等に応じて教諭等としての資質の向上を図る。
２．対

 

象

 

者：公立の小学校等の教諭等のうち、在職期間が１０年に達した者
３．実

 

施

 

者：各都道府県、指定都市、中核市教育委員会
４．根

 

拠

 

法：教育公務員特例法第２４条（平成１４年制度創設、平成１５年度から実施）

５．研修内容：任命権者が定める。
（教員の経験に応じて実施する体系的な研修の一環をなすものとして樹立）

＜文部科学省が教育委員会に示した内容例＞

Ⅲ．研修実施後の評価
研修終了後も、引き続き教諭等の資質の向上を図っていくため、

 
研修終了時に、再度、評価を行い、その結果を、当該教諭等に対

 
する今後の指導や研修に活用していくことが望ましい。

Ⅰ．評価・研修計画書の作成
①能力、適性等の評価
・都道府県教育委員会は、評価基準を作成し、各学校に配布
・校長は、評価基準に基づき、受講者の能力、適性等について評価を行い、評価の案を市町村教育委員会に提出
・市町村教育委員会は、調整等を行った後、最終的に評価を決定

②研修計画書の作成
・校長は、評価を踏まえ、研修計画書の案を作成
・市町村教育委員会は、評価の結果に基づき、受講者ごとに受講すべき講座等を記載した研修計画書を作成

Ⅱ．研修の実施
①長期休業期間中の研修

日 数：20日間程度※／場

 

所：教育センター等
講

 

師：ベテラン教員、指導主事等
規

 

模：少人数形式
方

 

法：模擬授業、教材研究、ケーススタディー等

②課業期間中の研修
日 数：20日間程度／場

 

所：主として学校内
助

 

言：校長、教頭、教務主任等
方

 

法：研究授業、教材研究等

Ⅳ－11．十年経験者研修の概要

「教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令及び教員免許更新制の実施について」
（２０文科初第９１３号）（抄）

第４

 

その他
１．十年経験者研修をはじめとする現職研修と免許状更新講習の整合性の確保

○

 

この場合、十年経験者研修制度の実施に当たって発出した「教育公務員特例法の一部を改正する法律等

 

の公布について（通知）」（１４文科初第５７５号）において教育センター等において実施する校外研修の期間を２０日

 

間程度（幼稚園については１０日間程度）を想定するとしているが、例えば、当該校外研修の期間を現行の日数から

 

５日間程度短縮することも考えられること。



Ⅳ－12．十年経験者研修の実施状況について（平成２２年度）

１．調査時期

 

：

 

平成２３年６月
２．調査対象

 

：

 

１０６都道府県・市（４７都道府県、１９政令指定都市、４０中核市）
３．調査結果（概要）

①対象者数

 

：１１，３１７人

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 中等教育学校 合計

対象者数 ４６８ ４，０１９ ２，８０３ ２，９３７ １，０６８ ２２ １１，３１７

校内研修 校外研修

１７．６日 １２．３日

調査内容 実施数

 

（実施率）

事前評価 自己評価を活用している ９６県市

 

（９０．６％）

研修計画

校長のみで作成 １６県市

 

（１５．１％）

教頭を活用 ８１県市

 

（７６．４％）

教務主任等を活用 ５３県市

 

（５０．０％）

指導主事が協力 ３２県市

 

（３０．２％）

その他（教育センターの助言

 

等） １４県市

 

（１３．２％）

事後評価
研修教員に対する評価を実施 ８９県市

 

（８４．０％）

研修教員に対するアンケート調査を実施 ９８県市

 

（９２．５％）

③事前評価及び研修計画、事後評価の充実（複数回答）

②研修の年間平均日数（幼稚園を除く）



④多様な内容の研修の実施

大学・

大学院

と連携

連携している分野（複数回答）

研修教員の

事前評価

研修プログ

ラムの作成

研修内容の

企画・立案

講師派遣・

研修教材等

の作成

講座等を利

用した専門

的研修の活用

その他

都道府県（４７） ３９ ０ ０ ３ ２９ １８ ５

指定都市（１８） １２ ０ ０ ０ ９ ４ ０

中核市（４０） １８ ０ １ ３ １１ ９ ２

総

 

計（１０５） ６９ ０ １ ６ ４９ ３１ ７

【大学・大学院との連携】

民間組織

等と連携

連携している分野（複数回答）

研修教員の

事前評価

研修プログ

ラムの作成

研修内容の

企画・立案

講師派遣・

研修教材等

の作成

民間組織等

が開設する

研修の活用

社会体験に

おける連携

都道府県（４７） ３３ １ ４ ４ １４ ７ ２３

指定都市（１８） １３ ０ ０ １ ７ １ ８

中核市（４０） ２１ ０ ２ ３ ３ １ １７

総

 

計（１０５） ６７ １ ６ ８ ２４ ９ ４８

【民間組織等との連携】

（教職員課調べ）



【参考】免許更新講習導入後の十年経験者研修の実施状況

（平成２３年教職員課調べ）

①十年経験者研修の工夫の状況

幼稚園

［６５］

小学校

［１０４］

中学校

［１０４］

高等学校

［６７］

中等教育学校

［１４］

特別支援学校

［１４］

校外研修の日数の削減 ３５ ９５ ９５ ６１ １４ ５９

研修内容の精選 １７ ４１ ４１ ２９ ６ ２５

更新講習を受けた者に対する

十年研修の一部免除
１ ３ ３ ２ ０ ２

十年研修に更新講習の全部

又は一部を組み入れ
３ ７ ７ ７ １ ５

［

 

］内は十年経験者研修を実施している教育委員会の数

（教育委員会の数）

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 中等教育学校 特別支援学校

更新講習導入前の校外研修

の日数（20年度）
１０．１日 １６．８日 １６．８日 １６．９日 １６．４日 １６．６日

更新講習導入後の校外研修

の日数（22年度）
６．６日 １２．４日 １２．４日 １２．３日 １２．１日 １２．１日

校外研修の削減日数 ３．５日 ４．４日 ４．４日 ４．６日 ４．３日 ４．５日

②校外研修の日数削減の状況（平均日数）



Ⅳ－13．大学院修学休業制度の概要

大学院修学休業制度は、公立学校の教員が専修免許状の取得を目的として、国内外の大学院等の課程を

 履修するため、３年を超えない範囲内で休業することができる制度。
平成２３年４月１日現在、休業者１７８人（うち、海外の大学２５人）
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Ⅳ－14．指導改善研修の概要
１．目的

 

：指導が不適切な教員の指導の改善を図る。

２．対象者

 

：公立学校の教員のうち、任命権者（各都道府県、指定都市教育委員会）に指導が不適切であると認定さ

 
れた者

３．実施者

 

：任命権者（各都道府県、指定都市教育委員会）

４．研修期間：原則として１年以内（延長の場合でも２年以内）

５．研修内容：研修を受ける者の能力、適性等に応じて計画書を作成して実施

６．根拠法

 

：教育公務員特例法第２５条の２

 

（平成１９年改正、平成２０年度から施行）
※平成２０年以前から、各都道府県・指定都市教育委員会において、指導が不適切な教員の人事管理に関する

システムの整備・運用がなされていたところ。

（指導改善研修後の措置）
任命権者が、指導改善研修後も指導の改善が不十分で、児童等に対する指導を適切に行うことができ
ないと認める場合には、免職その他の必要な措置を講ずる。

《参照条文》
教育公務員特例法（昭和二十四年一月十二日法律第一号）

（指導改善研修）
第二十五条の二

 

公立の小学校等の教諭等の任命権者は、児童、生徒又は幼児（以下「児童等」という。）に対する指導が不適切であると認定した教諭等に対して、その能力、適
性等に応じて、当該指導の改善を図るために必要な事項に関する研修（以下「指導改善研修」という。）を実施しなければならない。

２

 

指導改善研修の期間は、一年を超えてはならない。ただし、特に必要があると認めるときは、任命権者は、指導改善研修を開始した日から引き続き二年を超えない範囲内で、
これを延長することができる。

３

 

任命権者は、指導改善研修を実施するに当たり、指導改善研修を受ける者の能力、適性等に応じて、その者ごとに指導改善研修に関する計画書を作成しなければならない。
４

 

任命権者は、指導改善研修の終了時において、指導改善研修を受けた者の児童等に対する指導の改善の程度に関する認定を行わなければならない。

５

 

任命権者は、第一項及び前項の認定に当たつては、教育委員会規則で定めるところにより、教育学、医学、心理学その他の児童等に対する指導に関する専門的知識を有す
る者及び当該任命権者の属する都道府県又は市町村の区域内に居住する保護者（親権を行う者及び未成年後見人をいう。）である者の意見を聴かなければならない。

６・７

 

（略）

（指導改善研修後の措置）

第二十五条の三

 

任命権者は、前条第四項の認定において指導の改善が不十分でなお児童等に対する指導を適切に行うことができないと認める教諭等に対して、免職その他の必要な措置を

 

講ずるものとする。



Ⅳ－１5．平成２２年度指導が不適切な教員の人事管理に関する
 取組等について（概要）

認定者 ①22年度に研修を受けた者 ② ③
総数 研修受 ２３年

現 依 分 分 転 研 その他 講予定 度から（①＋②＋③）
場 願 限 限 任 修 者のう の研修
復 退 免 休 継 ち、別 対象者
帰 職 職 職 続 の措置免職・採用※ １

がなさ他の研修受講 ２
れた者

208 140 62 29 3 10 3 30 3 3 65

※地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４７条の２の規定による免職・採用

指導が不適切な教員の認定者数の推移
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２２年度

（６６）

認定者

研修対象者

全ての都道府県・指定都市教育委員会を対象として、平成２２年度の状況について調査

１．調査対象・調査時点

２．指導が不適切な教員の認定者数

全ての教育委員会において指導が不適切な教員の人事管理

 
に関するシステムが整備されており、２２年度における現場復

 
帰（６２名）や退職等した者（３５名）を含め、これまでの取組の

 
中で、現場復帰（８９２名）や退職等した者（７７７名）がでており、

 
一定の対応が進められている。

※

 

研修対象者（当該年度）については、１６年度より調査。

※

 

年度の下のカッコは、指導が不適切な教員を認定する人事管理システムを導入し

ている県市の数を示す。

指導が不適切な教員のうち
現場復帰または退職等した者
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○現場復帰

 

累計８９２名

○退職等した者

 

累計７７７名

※

 

退職等人数には、依願退職、分限免職、転任が含まれる。

※

 

現場復帰、退職等した者の累計人数は平成１２年度からの合計。



１．免許状の有効期間の更新

Ⅴ－１．教 員 免 許 更 新 制 の 概 要①
教員として必要な資質能力が保持されるよう、定期的に最新の知識技能を身に付けることで、教員が自信と誇りを持って教壇に立

 ち、社会の尊敬と信頼を得ることが目的。

 

＜教員免許更新制の導入：平成２１年４月１日＞

（１）

 

普通免許状及び特別免許状に１０年の有効期間を定める。
（２）

 

都道府県教育委員会は、以下の者から申請があった場合に、その免許状の有効期間の更新をすることができる。

①

 

文部科学大臣の認定を受けた３０時間以上の免許状更新講習の課程を修了した者
②

 

免許状更新講習の受講を免除される者
○

 

教員を指導する立場にある者
○ 優秀教員表彰者 ※知識技能が不十分な者は不可

（３）現職教員にも同様の制度を適用する。
○

 

旧免許状（平成２１年３月３1日以前に授与された免許状）には有効期間は定められない。
○

 

旧免許状を有する教育職員及等は、免許状更新講習を修了確認期限までに修了しなかった場合、その者の
免許状は効力を失う。

 
○

 

受講対象者は、毎年約８５，０００～８９，０００人程度

２．免許状更新講習

（１）免許状更新講習を開設できる者
大学、指定養成機関、都道府県等の教育委員会、独立行政法人・公益法人など

（２）免許状更新講習の内容
①教職についての省察並びに子どもの変化、教育政策の動向及び学校の内外における連携協力についての理解

に関する事項（１２時間以上）

②教科指導、生徒指導その他教育の充実に関する事項（１８時間以上）

○

 

平成２４年度予算（案）において、へき地等で講習を開設する大学への補助など、大学における教員の現職教育への支援等を

 
行うための経費として、約９千５百万円を計上

３．実施のための取組



Ⅴ－１．教 員 免 許 更 新 制 の 概 要②

１．旧免許状所有者の修了確認期限

生年月日
最初の

修了確認期限
免許状更新講習の受講期間

第１
グループ

昭和30年4月2日～昭和31年4月1日
昭和40年4月2日～昭和41年4月1日
昭和50年4月2日～昭和51年4月1日

平成23年3月31日
平成21年4月1日～平成23年1月31日
（平成20 年度実施の「予備講習」受講により

受講義務の一部又は全部が免除可能）

第２
グループ

昭和31年4月2日～昭和32年4月1日
昭和41年4月2日～昭和42年4月1日
昭和51年4月2日～昭和52年4月1日

平成24年3月31日 平成22年2月1日～平成24年1月31日

第３
グループ

昭和32年4月2日～昭和33年4月1日
昭和42年4月2日～昭和43年4月1日
昭和52年4月2日～昭和53年4月1日

平成25年3月31日 平成23年2月1日～平成25年1月31日

第４
グループ

昭和33年4月2日～昭和34年4月1日
昭和43年4月2日～昭和44年4月1日
昭和53年4月2日～昭和54年4月1日

平成26年3月31日 平成24年2月1日～平成26年1月31日

第５
グループ

昭和34年4月2日～昭和35年4月1日
昭和44年4月2日～昭和45年4月1日
昭和54年4月2日～昭和55年4月1日

平成27年3月31日 平成25年2月1日～平成27年1月31日

第６
グループ

昭和35年4月2日～昭和36年4月1日
昭和45年4月2日～昭和46年4月1日
昭和55年4月2日～昭和56年4月1日

平成28年3月31日 平成26年2月1日～平成28年1月31日

第７
グループ

昭和36年4月2日～昭和37年4月1日
昭和46年4月2日～昭和47年4月1日
昭和56年4月2日～昭和57年4月1日

平成29年3月31日 平成27年2月1日～平成29年1月31日

第８
グループ

昭和37年4月2日～昭和38年4月1日
昭和47年4月2日～昭和48年4月1日
昭和57年4月2日～昭和58年4月1日

平成30年3月31日 平成28年2月1日～平成30年1月31日

第９
グループ

昭和38年4月2日～昭和39年4月1日
昭和48年4月2日～昭和49年4月1日
昭和58年4月2日～昭和59年4月1日

平成31年3月31日 平成29年2月1日～平成31年1月31日

第１０
グループ

昭和39年4月2日～昭和40年4月1日
昭和49年4月2日～昭和50年4月1日
昭和59年4月2日～

平成32年3月31日 平成30年2月1日～平成32年1月31日

●教諭免許状又は養護教諭免許状を所有する教育職員等（栄養教諭を除く）

生年月日
最初の

修了確認期限
免許状更新講習の受講期間

①
平成18年3月31日以前に
栄養教諭の普通免許状を授与された
旧免許状所持者

平成28年3月31日 平成26年2月1日～平成28年1月31日

②
平成18年4月1日～平成19年3月31日ま

 

でに栄養教諭の普通免許状を授与された
旧免許状所持者

平成29年3月31日 平成27年2月1日～平成29年1月31日

③
平成19年4月1日～平成20年3月31日ま

 

でに栄養教諭の普通免許状を授与された
旧免許状所持者

平成30年3月31日 平成28年2月1日～平成30年1月31日

④
平成20年4月1日～平成21年3月31日ま

 

でに栄養教諭の普通免許状を授与された
旧免許状所持者

平成31年3月31日 平成29年2月1日～平成31年1月31日

●栄養教諭免許状を所持する現職教員等

２．更新講習の受講・終了確認のイメージ
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Ⅴ－２．免許状更新講習の内容

免許状更新講習の内容については、免許状更新講習規則、文部科学省告示において、以下の表に掲げる項目及び内容を含

 
むものとされている。

（大学等は、一の事項の講習は１２時間以上、二の事項の講習は６時間以上で開設する。）

事項（時間数） 項目 内容

一

 

教職についての省察並びに子ど

 
もの変化、教育政策の動向及び学

 
校の内外における連携協力につい

 
ての理解に関する事項

（十二時間以上）

教職についての省察 イ

 

学校を巡る近年の状況の変化

ロ

 

教員としての子供観、教育観等につ

 
いての省察

子どもの変化についての理解 イ

 

子どもの発達に関する脳科学、心理

 
学等における最新の知見（特別支援

 
教育に関するものを含む。）

ロ

 

子どもの生活の変化を踏まえた課題

教育政策の動向についての理解
イ

 

学習指導要領の改訂の動向等

ロ

 

法令改正及び国の審議会の状況等

学校の内外における連携協力につい

 
ての理解

イ

 

様々な問題に対する組織的対応の

 
必要性

ロ

 

学校における危機管理上の課題

二

 

教科指導、生徒指導その他教育

 
の充実に関する事項

（十八時間以上）

幼児、児童又は生徒に対する指導上の

 
課題



Ⅴ－３．教員免許更新制の実施状況①

修了確認期限が平成24年3月31日 （第２グループ） 81,050人

修了確認期限が平成25年3月31日 （第３グループ） 86,187人

修了確認期限が平成26年3月31日 （第４グループ） 84,251人

修了確認期限が平成27年3月31日 （第５グループ） 85,980人

１．受講対象教員数（推計）

２．受講者数

※選択領域の受講者数は延べ人数。

※「予備講習」は、平成21年度からの更新制の実施に向けて、各大学等が文部科学大臣の指定を受けて、

 
平成20年度に試行的に行った講習。修了確認期限が平成23年3月31日の現職教員は、予備講習の受

 
講により更新講習の受講の免除を受けることができる。

平成20年度

予備講習

平成21年度

更新講習

平成22年度

更新講習

必修領域 12,593人 61,490人 64,610人

選択領域 32,724人 154,745人 161,863人

※上記推計については、各都道府県教育委員会の推計値を合計した数値。
※推計値には、校長等免除対象の職にある者を除く。



Ⅴ－３．教員免許更新制の実施状況②

必修 選択

認定講習数 616講習 5,548講習

実施講習数 614講習 5,290講習

廃止講習数 2講習 258講習

開設大学数 講習数
受入定員

対面式 通信等

必修領域 242大学等 616講習 67,410人 23,950人

選択領域 396大学等 5,548講習 78,492人 60，753人

３．更新講習開設状況

４．平成２２年度更新講習の実施状況

●平成22年度

 

開設認定実績

●平成23年度

 

開設認定実績

※選択領域の受講定員は18時間相当に換算

※「廃止講習数」は、受講申込者がいなかったあるいは極めて少な

 
かったなどの事情により、実施しなかった講習の数。

※人数は全て延べ人数。
※「履修認定を受けなかった人数」は、講習の一部分のみを受講した、通信教育等によ

 
る講習で課題を提出しなかったなど、当該講習の全体を受講しなかった者や、履修

 
認定試験に不合格だった者など、受講人数のうち履修認定を受けなかった者の数。

●講習数 ●受講人数・履修認定人数

開設大学数 講習数
受入定員

対面式 通信等

必修領域 285大学等 765講習 85,225人 22,450人

選択領域 439大学等 6,527講習 94,438人 69,122人

必修 選択

受講人数 64,610人 161,863人

履修認定人数 64,435人 161,437人

履修認定を受けなかった人数 175人 426人



Ⅴ－４．第１グループの修了確認等の状況

■

 

調査結果
○

 

第１グループの教員数

 

９４，４８８人（国立・公立・私立の合計）

○

 

修了確認等がなされた者

 

９３，８９８人（９９．３８％）
【内訳】・更新講習修了確認

 

５５，５７８人
・更新講習受講免除の認定

 

３２，８００人
・修了確認期限延長の認定

 

５，５２０人

○

 

修了確認等がなされなかった者

 

５９０人（

 

０．６２％）
【内訳】・確認期限前に辞職した者（免許状失効なし）

 

４９２人（

 

０．５２％）
・免許状が失効した者

 

９８人（

 

０．１

 

％）

第１グループ※１の現職教員（免除対象の職にある者を含む）の更新講習修了確認期限（平成２３年３月３１

 
日※２）経過後の各都道府県教育委員会における修了確認、修了確認期限の延期若しくは免除認定及び免許状の

 
失効状況等について調査を実施。

※１

 

第１グループ：平成２３年３月３１日において、満35歳、満45歳、満55歳の者

※２

 

２ヶ月の範囲で修了確認期限を延期した者の更新講習修了確認期限は５月３１日

【調査対象】
国立・公立・私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校の第１グループの

 
現職教員（正規職員及び臨時職員）

【調査時点】
平成２３年４月１日（修了確認期限（3月31日）経過後）ただし、修了確認期限を２ヶ月の範囲で延期した

 
者は平成２３年６月１日
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３項目の合計値

Ⅴ－５．平成２２年度免許状更新講習
 

事後評価結果（確定値）

○

 

免許状更新講習の実施にあたっては、講習終了後に受講者による事後評価を行うこととし、その集計結果を２月以内に文部科学省

 
に報告することを義務づけている。

○

 

評価方法については、以下の３項目についてそれぞれ４段階評価で行っている。
Ⅰ．講習の内容・方法についての総合的な評価
Ⅱ．講習を受講した受講者の最新の知識・技能の修得の成果についての総合的な評価
Ⅲ．講習の運営面（受講者数、会場、連絡等）についての評価

○

 

各大学等から報告を得ている集計結果について、講習毎の４段階評価の回答割合を算出し、全体の平均値を算定した結果、以下の

 
ような状況となっている。

※左記の結果は、平成２２年度に実施された以下の

 
講習についてまとめたもの。

（一部、震災の影響により平成２３年度に実施が延

 
期された講習を含む。）

よい だいたいよい
あまり

十分でない
不十分

58.5%

54.8%

57.8%

57.0%

36.6%

39.1%

36.7%

37.4%

4.3%

5.5%

4.9%

4.9% 0.6%

0.6%

0.7%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

評価項目Ⅲ

評価項目Ⅱ

評価項目Ⅰ

３項目の合計値

開設者数 講習数
受講者数

（延べ人数）

242大学等 614講習 64,610人

開設者数 講習数
受講者数

（延べ人数）

394大学等 5,290講習 161,863人

●必修領域

●選択領域

●

 

必修領域

●

 

選択領域



Ⅵ－１．教員資格認定試験について

大学等で教職課程を取らなかった者で教育者としてふさわしい資質を身に付け，教職を志すに至った者に対し

 教職への道を開くことを目的として創設。本試験合格者には、普通免許状を授与する。

 ○ 実施している試験
①

 

幼稚園教員資格認定試験（幼稚園教諭二種免許状）
②

 

小学校教員資格認定試験（小学校教諭二種免許状）
③

 

特別支援学校教員資格認定試験
（特別支援学校自立活動教諭一種免許状（視覚障害教育、聴覚障害教育、肢体不自由教育、言語障害教育））

大学等で教職課程を取らなかった者で教育者としてふさわしい資質を身に付け，教職を志すに至った者に対し

 教職への道を開くことを目的として創設。本試験合格者には、普通免許状を授与する。

○ 実施している試験
①

 

幼稚園教員資格認定試験（幼稚園教諭二種免許状）
②

 

小学校教員資格認定試験（小学校教諭二種免許状）
③

 

特別支援学校教員資格認定試験
（特別支援学校自立活動教諭一種免許状（視覚障害教育、聴覚障害教育、肢体不自由教育、言語障害教育））

教員資格認定試験教員資格認定試験

Ｈ２２年度合格者数：

 

幼稚園１８９人、小学校２８９人、特別支援学校２６人

（Ｈ２２年度までの合格者総数：

 

幼稚園１，４８３人（Ｈ１７～）、小学校６，９３２人（Ｓ４８～）、特別支援１，１８６人（Ｓ４８～）
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